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実行委員長あいさつ 

このたび日本アフリカ学会第 60 回学術大会を 5 月 13 日（土）・14 日（日）の両日、日
本アフリカ学会と日本貿易振興機構（ジェトロ）アジア経済研究所の共催で、幕張国際研修
センター（千葉県千葉市）にて開催することになりました。実行委員が所属するアジア経済
研究所に大規模会議施設がなく、近隣の外部施設を借り上げての開催となるため、皆様には
さまざまなご負担をおかけしたり、不手際でご迷惑をおかけしたりすることもあるかと存
じますが、ご海容下されば幸いです。
今大会の研究発表は、6 つのフォーラムも含めて 89 件の口頭発表、およびポスター発表

8 件の合計 97 件を予定しています。ポスター発表については、１日目の午後にコアタイム
を設けています。学会員間の自由な議論の場としてご活用いただければ幸いです。 
２日目には、アフリカ社会の変化に最も敏感で、また最も影響を受けている若者に注目し、

「将来世代からアフリカ社会の未来を考える」と題する公開シンポジウムを開催し、4名の
会員の現地報告を通じて、学会員の皆様と一般の方々がともにアフリカの未来を考える機
会としたいと考えています。 
今次学術大会は、新型コロナウイルス感染症の流行開始以来、初めての対面開催となりま

す。感染リスク回避のため、懇親会は開催いたしませんが、久しぶりに顔を合わせて、旧交
を深めたり、新しく人脈を作ったり、熱い議論を交わしたりする場にしていただければと願
っています。 
会場の位置する幕張新都心は、先導的中核施設である幕張メッセの設置をはじめ、業務研

究ビル、教育・研究施設や、ホテル・商業の誘致及び住宅整備の推進などにより、「職・住・
学・遊」の複合機能の集積が進んでいる地域です。新緑の季節、お天気がよければ会場近く
の幕張海浜公園やベイパークエリアの散策などもお楽しみいただければと思います。 

第 60回学術大会実行委員長 
牧野久美子 
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大会会場

大会会場（幕張国際研修センター）へのアクセスのご案内 

交通アクセス  
〇電車をご利用の場合 

JR京葉線・海浜幕張駅北口から徒歩 8分（約 0.7km） 
JR総武線・幕張駅から海岸方面（南）へ徒歩 15分（1.5km） 

  京成線・京成幕張駅から海岸方面（南）へ徒歩 15分（1.5km） 
※JR東京駅から JR海浜幕張駅までは 30分（快速・直通）～37分（各駅停車・直通）

〇空港からリムジンバスをご利用の場合 
羽田空港→海浜幕張 約 50分（JR京葉線・海浜幕張駅下車） 
成田空港→海浜幕張 約 40分（JR京葉線・海浜幕張駅下車） 
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使用会場のご案内 

幕張国際研修センター 

〇会場内の移動には階段もしくはエレベーターをご利用ください。 

【1階】 建物入口 
階段もしくはエレベーターをご利用の上、2階の受付にお越しください。 

【2階】 
受付・クローク 

  A会場：2015 
  D 会場・公開シンポジウム：渚ホール 

【4階】 
  B 会場：4014 
  C会場：4024 
  ポスター会場：4018、4019、4020、4021 
  茶話室：4022 
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大会スケジュール 
5月 13日（土） 

時間 内容 会場 
9：00－ 受付 2F（D 会場：渚ホール前） 
10：00 – 12：15 

口頭発表 
A会場：Room 2015（2F） 
B 会場：Room 4014（4F） 
C会場：Room 4024（4F） 
D 会場：渚ホール（2F） 

12：15 – 13：45 昼食・評議員会 C会場：Room 4024評議員会（4F） 
13：45－15：00 

口頭発表 
A会場：Room 2015（2F） 
B 会場：Room 4014（4F） 
C会場：Room 4024（4F） 
D 会場：渚ホール（2F） 

15：00 – 16：00 ポスター発表コアタイム P会場 
Room 4018, 4019, 4020, 4021 

16：15－17：30 総会・研究奨励賞受賞式 D 会場：渚ホール（2F） 

5月 14日（日） 
時間 内容 会場 

9：00－ 受付 2F（D 会場：渚ホール前） 
9：15 – 12：15 

口頭発表 
A会場：Room 2015（2F） 
B 会場：Room 4014（4F） 
C会場：Room 4024（4F） 
D 会場：渚ホール（2F） 

12：15 – 13：30 昼食 
13：30－16：10 公開シンポジウム 

（開場 13：10） 
D 会場：渚ホール（2F） 
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参加者の方へ 

大会への参加登録 

【会員】 
日本アフリカ学会ウェブサイトの ▶参加登録フォームにて 4月 26日（水）までに大会

への参加を登録し、参加費をお振込いただいた方には、大会前に slack へのインビテーシ
ョンをお送りします。本大会は対面のみでの開催ですが、議論や資料の受け渡しなどには
slackも活用できます。4月 26日以降に参加登録と参加費のお振込をされた方には、大会
終了後に slackインビテーションをお送りします。 大会には参加されない方も、同じ参
加登録フォームから総会委任状の提出をお願いします。 

【非学会員】 
非学会員も当日の手続きで参加できますが、当日料金となります。 

大会参加費 

大会参加費の事前振込の受け付けは終了しました。参加費を事前にお振込みいただいた
方には、大会当日、大会受付にて領収書をお渡しします。大会参加費を振込み後、キャン
セルされる場合は、大会前日までに大会事務局にメールでご連絡ください。大会参加費
は、後日、振込手数料を差し引いて返金いたします。
当日の参加申込も受け付けますが、当日参加費は 8,000円（学生 4,000円）となりま

す。 
懇親会は感染対策のため残念ながら不開催とします。 
参加費の振込に関する情報は、▶第 2回サーキュラー（https://conference.african-

studies.com/circular2.html#furikomi）をご覧ください。 
事前にお振込みいただいた方には、大会当日、大会受付にて領収書をお渡しします。 

大会参加費を振込み後、キャンセルされる場合は、大会前日までに大会事務局にメールで
ご連絡ください。大会参加費は、後日、振込手数料を差し引いて返金いたします。 

宿泊と昼食 

最寄り駅（JR海浜幕張駅）近辺では直前の宿泊施設の確保が非常に難しい場合がありま
す。宿泊先の予約は早めに各自で行ってください。 
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昼食は各自ご用意ください。大会会場の幕張国際研修センターは▶イオン海浜幕張店
（2階にフードコート有）に隣接しているほか、最寄り駅の▶JR海浜幕張駅には駅構内と
改札前の双方にコンビニ、テイクアウト専門店などが出店しています。海浜幕張駅周辺に
も多数のコンビニ、飲食店があります。いずれも土日ともに営業しています。どうぞご利
用ください。 

託児サービス 

すでにご案内したとおり、事前申込をいただいたご利用希望者に対して、会期中、託児
サービスを実施いたします（無料）。対象は生後 3カ月頃～12歳までのお子様です。
実施期間：5月 13日（土）9：30～18：00

5月 14日（日）9：00～17：30 
託児スペース：お申込みいただいた方に事前にメールにてお知らせいたします。 

最寄り医療機関のご案内 

 小児科もございます。発熱の場合は事前に電話連絡の上、受診してください。 
ドクターランド幕張（https://dr-land-makuhari.com/subwin/fever_webinfo.html） 
所在地：千葉県千葉市美浜区豊砂 1-1 イオンモール幕張新都心 グランドモール 1F 
営業時間：年中無休 診療時間 9:30～12:30 / 15:00～18:30 受付時間 9:00～18:00 

専門店開店前入り口 9:00~10:00 イオンモール営業時間外入り口 
※科目により休診・時間変更あり。詳細は上記 HPでご確認ください。

電話：043-351-8555 
アクセス：タクシー 海浜幕張駅南口タクシー乗り場から約 8分

アジア経済研究所図書館ツアー
事前申し込みをいただいた方々に対して、大会前日の 5月 12日（金）午後にアフリカ

学会会員を対象としたアジア経済研究所図書館ツアー（参加費無料、所要時間 30分）を
実施します。アジ研図書館所蔵のアフリカ関係資料のご案内を中心とする、アジ研図書館
のご利用が初めての方を対象とした内容となります。 
当日、ツアー終了後に館内を引き続きご利用いただくことはできますが、5月 13日

（土）と 14日（日）の大会当日は閉館日のために図書館のご利用はできませんのでご了
承ください。 
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なお、アジ研図書館は開架式図書館ですので、館内で図書や雑誌を自由に閲覧いただく
ことができます。他方、図書の貸出は一部の方に限られています。図書館共同利用制度の
協定を結んでいる大学の方は貸出サービスをご利用いただけますが、事前に所属大学図書
館での手続きが必要ですので、詳細は所属大学図書館にお尋ねください。 
図書館向け共同利用制度の協定を結んでいる大学一覧を含め、アジ研図書館の個人向け

貸出サービスにつきましては次をご参照ください。▶個人向け貸出サービス - アジア経済
研究所（https://www.ide.go.jp/Japanese/Library/Info/members.html） 

その他 

大会会場でのWi-Fi 

大会会場の各部屋ではWi-Fiが使用可能です。参加者のみなさんには大会当日に接続用
パスワードをお知らせいたします。ただし、アクセスが集中した場合、つながりにくくな
ることも予想されます。ご了承いただければ幸いです。 

クローク

2F D会場：渚ホール隣にクロークを設けています。
開設時間： 5月 13日（土）9：00～18：00 

5月 14日（日）9：00～17：30 

お問い合わせ / Contact 

〒261-8545 千葉市美浜区若葉 3-2-2 
アジア経済研究所 地域研究センター 牧野久美子気付
日本アフリカ学会第 60回学術大会事務局
E-mail: jaas2023ajiken＠gmail.com

The secretariat of the 60th Annual Conference of the Japan Association for African 
Studies 
c/o Kumiko Makino, Area Studies Center, Institute of Developing Economies 
3-2-2 Wakaba, Mihama-ku, Chiba-shi, Chiba 261-8545
Email: jaas2023ajiken@gmail.com
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発表者の方へ 

口頭発表について 

1．発表時間

口頭発表の時間は 15分（発表 12分＋質疑応答 3分）です。発表開始後 10分でベルが 1
回鳴ります。12分経過すると 2回ベルが鳴ります。その後の 3分間で質疑応答を行います。
15 分経過するとベルが 3 回鳴り、発表が終了します。時間通りの進行にご協力をお願いし
ます。 

2．プレゼンテーション 

 発表会場のパソコンは、OSがWindows 10、ソフトは PowerPoint 2019です。口頭発表
では会場備え付けの PCによる音声の再生やインターネットへの接続が可能ですが、機器の
不調などにより使用できない場合のあることをあらかじめご了承ください。持ち込まれた
パソコンへのつなぎ替えはできませんのでご了解ください。 

発表用ファイルの提出は次の 2つの手順で行ってください。 

オンライン登録

発表者は、▶発表用ファイル送信フォーム
（https://forms.gle/JQ9b8euUMnytNDS37）より、発表当日の午前 8時までに発表用フ
ァイルをオンライン登録してください（ご自身の Googleアカウントへのログインが必要
です）。 
何らかの理由により上記の発表用ファイル送信フォームによる提出ができない場合は、

発表用ファイルを電子メールにて jaas60.abstract@gmail.comまで送信してください。
提出期限は上記と同じです。 

会場での確認 

発表当日は、報告会場の係員に申し出て、自分の発表ファイルが PCにアップロードさ
れているかどうか確認してください。その際、念のため発表用ファイルを保存した USB
メモリをご持参ください。確認の期限は以下の通りです。
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13日（土）午前に発表する方 当日の 9時 45分まで 

13日（土）午後に発表する方 当日の 13時 30分まで 

14日（日）午前に発表する方 当日の 9時 00分まで 

3．配布資料 
 配付資料（紙媒体）がある方は、必要部数をご自分でご用意ください。当日に会場でコピ
ーすることはできません。配布資料の電子ファイルを Slack にアップしていただくことも
できます。 

ポスター発表について 

ポスター発表の発表会場では、A0サイズのポスターが壁に直接貼り付け可能です。発表
者は学会会場に到着次第、ポスター発表をする旨を受付にお伝えください。受付でポスタ
ー会場をご案内しますので、各自でポスターを掲示してください。貼り付け用テープ等は
こちらで用意いたします。 
ポスター発表の時間（コアタイム）は、5月 13日（土）の 15時 00分から 16時 00分

までです。発表者は、この時間帯に必ず自分のポスター付近に待機し、内容について説明
してください。なお、この時間帯以外もポスター発表会場は開放されておりますので、学
会参加者は自由にポスターを見ることができます。 
会場に掲示したポスターは発表者が回収してお持ち帰りください。２日目５月 14日の

公開シンポジウムが終了してから 30分後、16:40以降にポスター会場に残されているポス
ターはそのまま処分いたします。
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公開シンポジウム 

第 60回日本アフリカ学会公開シンポジウム 

将来世代からアフリカ社会の未来を考える 

 
趣旨 
アフリカの社会は急速に変化し始めているように感じられます。教育水準の向上や、モバ

イル・コミュニケーションの普及、貧困層向けの金融サービスの発達を背景に、人々の認知、
情報交換、移動などにおける制約のあり方が変わり、その結果、価値観や意識とともに、ネ
ットワーク、生計、政治参加、信仰、娯楽などの人々の活動に大きな変化が生じている様子
がうかがえます。それらの変化が社会の課題を解決するという期待がアフリカ内外から寄
せられる一方で、新たな課題を生み出し社会格差が作られるという懸念もぬぐいえないと
いうのが、多くのアフリカにかかわる人々の認識だと思われます。そして、変化はおそらく
始まったばかりであり、また他国の経験を時間差で辿るようなものではないので、今後どの
ような社会になるのか想像することは容易ではありません。 
こうした変化に最も敏感で、また最も影響を受けているのは若者です。かれら将来世代の

行動に注目することによって、アフリカにおける社会変化を理解するヒントが得られるの
ではないかと考えました。若年層に関する現地報告を集めて、アフリカの未来について考え
るシンポジウムを開催いたします。 
 
日時：2023年 5月 14日（日）13時 30分～16時 10分（開場 13時 10分） 
場所：幕張国際研修センター（MITC）2階 渚ホール 
開催方法：対面のみ（オンラインでの配信はありません） 
参加費：無料 
定員・申込み：250名 
 
▶公開シンポジウム申込フォーム（https://forms.gle/SPUnw1LVWhFcWhGY8）からお申
し込みのうえ、当日会場までお越しください。なお、申し込み多数の場合には受付を締め切
る場合があります。本学術大会に参加登録している日本アフリカ学会会員の方は申し込み
の必要はありません。 
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プログラム 
13:30-13:40 趣旨説明 福西隆弘（日本貿易振興機構アジア経済研究所） 
13:40-14:00 「デジタルネイティブ世代の宗教性：変化するセネガル社会を鏡として」 

阿毛香絵（京都大学） 
14:00-14:20 「アフリカ政治（社会）における笑いと若者世代」 

岩田拓夫（立命館大学） 
14:20-14:40 「『もう丘には戻らない』：現代ルワンダ農村社会に生まれた彼女たちの

未来と選択」 
近藤有希子（愛媛大学） 

14:40-15:00 「南アフリカの次世代を創るアートとポリティクス」 
宮内洋平（社会理論・動態研究所/立教大学） 

15:00-15:10 休憩 
15:10-15:40 パネル討議 
15:40-16:10 フロアとの討論 
（司会進行 児玉由佳 日本貿易振興機構アジア経済研究所） 

問い合わせ先：日本アフリカ学会第 60回学術大会事務局 
福西隆弘 児玉由佳（シンポジウム担当） 

E-mail：jaas2023sympo@gmail.com
共催：日本貿易振興機構アジア経済研究所
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デジタルネイティブ世代の宗教性とソーシャビリティ

変化するセネガル社会を鏡として

阿毛  香絵（京都大学）

Religion and Sociability of the Digital Native Generation 

Mirroring a Changing Senegalese Society 

Kae AMO (Kyoto University) 

2000 年代以降、西アフリカの都市におけるデジタル環境は劇的に変化してきた。大学や

町のいたるところに「サイバーカフェ」が作られ若者たちがデスクトップのパソコン画面

に向かう姿が見られた  2000 年代初頭から大学内に  Wif i  ネットワークが敷かれ、キャンパ

ス内でノートパソコンを広げる学生たちの姿が見られるようになり、最近では老若男女問

わず自分のスマートフォンで  SNS やソーシャルメディアを日常的に利用するようになる

まで、直近  20 年の間にツールも、「若者たち」とネット空間との関わりも大きく変容して

きた。2019 年の新型コロナ感染拡大を受け、これまで以上にオンラインコミュニケーショ

ンが重視されるようになったこともアフリカのデジタル化に拍車をかけたといえる。

「レゾー・カブレ( réseau câblé)」、つまりケーブル(câble)という物的インフラにつなが

ることで世界とつながるという  1990 年代グローバル化の段階的イメージが未だにある欧

米や日本と違い、近年のアフリカでは電線を引くことを経ずにスマホの小さな画面を介し

た電波で直接オンラインコミュニティに参加することが当たり前の世代を中心にものがた

りが始まり展開していることも指摘するべきだろう。ソーラーパネルの農村部への普及(つ
まり電線のいらない電力供給)等のテクノロジー変容にも恩恵を受けたこうした動きは、若

者たちの宗教性や社会性にどのような影響を与え、また与えられているのか。

私は  2003 年ごろから  2019 年の新型コロナ感染拡大の直前まで、大学生を中心にセネ

ガルの政治とイスラーム、教育について実地調査を続ける傍ら、若い信者たちのメディア

や SNS 利用について興味を持って観察をしてきた。2019 年以降は、コロナ感染拡大でフ

ィ  ールド渡航が困難になったのをうけ、主にインターネット上で現地の宗教メディアの様

子を追ったり、オンラインインタビューを実施したりしつつ調査を続けている。その中で、

スーフィズム教団を中心としたセネガルの異なる宗教グループがラジオやテレビ会社やメ

ディアミックスを運営している様子や、信者一人ひとりがスマートフォンのアプリや SNS 
を利用しつつ新たな宗教実践をしていく様子が見えてきた。遠隔でこうした調査が実施で

きるようになってきたこと自体が、アフリカのデジタルネイティブ世代のコミュニケーシ

ョンのあり方の変容を表す事例であるととらえてよいかもしれない。

本発表では、以下の３点に着目しつつ今後の調査の展望を交えて話したい。第一に、デ

ジタルネイティブ世代の身体性とソーシャビリティ、宗教性との関わりについて考える。

私の研究してきたイスラームスーフィズムを含むアフリカの宗教性は音声文化を中心とし

た身体性に深く根差しており、これはラジオやスマホといった音声や画像を媒介する表現

手段と非常に親和性が高い。スマホが一部の身体機能を代行する形でアザーンやコーラン、

ズィクルの音声や宗教的メッセージ、ワフタン (語り・演説)を伝達するためのツールとし

て使われ一般化することで、若い信者の宗教性はどのように再編成されるのか、されない

のか。第二に、特定の宗教コミュニティがどのように宗教メディアや  SNS を通した社会性

を構築しているのかについてより詳しく見ていく必要があるだろう。最後に、こうした事

象について研究していくうえでの方法論的アプローチについて考えたい。量的調査に加え、

インターネットを利用した質的調査について「ネトノグラフィ (netnography)」といった言

葉が使われて久しいが、アフリカにおけるデジタルネイティブ世代を調査していく際にど

のような方法論が有効なのか。批判的視点を含め考え直してみたい。
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アフリカ政治（社会）における笑いと若者世代

岩田  拓夫（立命館大学）

Laughter and young generation in African politics (society) 

Takuo Iwata (Ritsumeikan University) 

まだ若かった頃、政治分野で博士論文を書くためにフィールドワークをしていたある国

は、当時（1990 年代末）、アフリカ諸国の中でも最も抑圧的な政治体制（権威主義）、かつ

最長の政権として知られていた。その国において、人々が笑いながら支配者・政権を揶揄

するという「日常」の場面に度々遭遇して以来、アフリカにおける政治と笑いの関係に関

心を持ち続けてきた。表現の自由が大きく制限された政治・社会状況下にあっても、意匠

を凝らして「偉大なる」政治指導者を笑いの材料に変えてきたのは主に若い世代の人々で

ある。それは、現在の SNS 時代においてより手軽に広範囲に繰り広げられるようになっ

た。表現の自由が大きく制限された政治的環境において、政治指導者はその国に住むすべ

ての人々にとって共通の笑いの対象（ネタ）となる。町の片隅の落書きのように産み出さ

れた政治起源の風刺的笑いは、現在では SNS を通じて瞬時に共有され、国境を越えて拡散

される。SNS 時代の政治由来の笑いは、非民主的な方法で政権についた指導者ほど重大な

懸念材料となる。集団的笑いは、強権的政治の象徴的基盤を切りくずす潜在性を持ってい

る。

一方、近年、笑いの職業化という傾向も目に付くようになった。アフリカ諸国が経済発

展を続ける中で、人々のエンターテインメントへの支出も拡大し、芸能としての笑い（コ

メディー /お笑い）が産業として定着しつつある。都市部が中心であるものの、人々のコメ

ディーへの認知、企業のスポンサー活動も広がりつつある。それに伴いコメディーを芸能

活動の中心に据えるコメディアンという職業が、以前よりも社会に認知されるようになり、

コメディアンを目指す若者も増えているように思われる。2020 年以来のコロナ禍は、世界

中のコメディーを含むステージ活動を中心とするエンターテインメント業界に深刻な打撃

を与えた。発表者も SNS 以外でアフリカのコメディアンと連絡を取る手段がなかった。コ

ロナ禍は、アフリカのコメディーにどのような打撃を与え、コメディアンはその間、どの

ように生き延びてきたのか。コロナ自粛明けのコメディー業界はどのように変化したのか、

これから勉強していきたい。

本発表では、アフリカ政治（社会）と笑いとの関係から始まり、近年、発展しているエ

ンターテインメント産業としてのコメディーの観点から、アフリカ社会の変化について考

えてみたい。

〔関連文献〕

Iwata,  T.  (2020a) .  Poli t ical  Sat ire  and Laughter  in  Afr ica.  In Yaw Ofusu-Kusi  and Matsuda 
Motoji .  (Eds.) .  The Challenge of  Africa Potentials  -  Convivial i ty,  In formali ty 
and Futuri ty ,  Bamenda:  Langaa,  143-168.  

Iwata,  T.  (2020b) .  Evolution of  Comedy in  Afr ica.  Ritsumeikan Annual Review of  
International  Studies ,  19,  1-18.  

Iwata,  T.  (2016) .  Laughter in  Poli t ical  Transformation in  Afr ica.  Ritsumeikan Studies in 
Language and Culture ,  27(4) ,  133-155.  
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「もう丘には戻らない」

現代ルワンダ農村社会に生きる彼女たちの未来と軍隊

近藤  有希子（愛媛大学）

“Never Do We Return to the Hill” 

The Army as Young Women’s Future in Contemporary Rural Rwanda" 

Yukiko Kondo (Ehime University) 

本発表では、現代のルワンダ農村社会を生きる若い女性たちが、自身の未来をいかに見

据えており、また親密なものとのあいだでどのような調整をおこないながら、それを模索

するのかを明らかにする。とくに軍隊へ志願した彼女たちの選択とそれに伴う逡巡や葛藤

が、現代の「若者」という世代のあり方とともに、エスニシティやジェンダーの差異が交

差する地点で生じている出来事であることを描き出す。

ルワンダにおける 1980 年代以降の急激な人口増加と土地の細分化は、相続地の喪失を

もたらし、それは人びとが結婚する際の障壁となってきた。結果として、現在ルワンダの

「若者」の期間は長引く事態となっている。さらに、土地との相互関係が重要な意味を有

してきた父系親族集団は瓦解し、人びとの男性性や女性性も変容の途上にある。

1994 年の虐殺後の女性にまつわる国家政策は、「つよい」女性の躍進を促してきた。そ

れは若い女性に将来の青写真としての憧憬をもたらし、未来の可能性をひろげるかもしれ

ない。しかし他方で、国家が若者たちに求める態度は「よいルワンダ人」になるための自

助努力であり、土地も雇用も不足している困難な現状に対する介入はほとんど存在しない。 
そのように不安定な状況におかれた、とくに農村部の若者たちの近年の受け皿として、

軍隊がある。虐殺後のルワンダでは、国の秩序を維持するためにも軍が政治や経済の領域

を侵食し、さらには地域の人びとの日常とも密接な関係を有してきた。ルワンダの軍隊は、

その設立時よりジェンダー統合に配慮しており、女性も積極的に採用の対象となってきた。

また実力主義を掲げており、エスニシティの差異に関係なく、昇進の機会があることが謳

われている。しかし実際には、現在のルワンダ社会では多様な資源の配分が、「虐殺生存者

としてのトゥチ」に偏ってきた。

軍隊への志願という選択は、土地も雇用も存在しない農村部にとどまることを拒否して、

まとまった現金を得るためになされる傾向にある。しかし女性たちの軍隊という選択には、

家族や親族をはじめとする親しいものたちからの、理解だけでなく拒絶をも伴う。「国を守

る仕事」としてその選択が尊重されることもあれば、「女の子なのに」と地域の多数が反対

することもある。また、彼女たちは恋人からのまなざしにも慎重に応じており、そこには

「従順な女性」であり続けることや、他方で「稼ぐ能力のある魅力的な女性」になること

などの、現在のルワンダで女性として生きることへの葛藤が垣間みえる。

現代のルワンダ社会を反映させるかたちで、多層の想いに支えられた軍隊への志願とい

う彼女たちの選択は、親しい者たちとのあいだで相手に応じて語りを調整しながら共有さ

れ、ときに配慮されたり反対されたりするなかで、彼女たちの未来として結実していく。

33

S-3

https://researchmap.jp/kondoyukiko/presentations/40623977


南アフリカの次世代を創るアートとポリティクス

宮内  洋平（社会理論・動態研究所／立教大学）

Art and Politics Creating the Next Generation in South Africa 

Yohei Miyauchi (Institute of Social  Theory and Dynamics/  Rikkyo University) 

民主化から間もなく 30 年を迎える南アフリカは、新自由主義の潮流が既得権益者を守

り貧困層を置き去りにしたため、格差拡大や失業、貧困問題に直面している。公共サービ

スやインフラの民営化はアパルトヘイトの負の遺産である公共財の不均等分配の解消を難

しくし、汚職や縁故主義を助長している。とりわけズマ大統領時代に「国家捕獲」と呼ば

れる公共財の私物化が進んだ。近年、電力インフラの劣化が著しく計画停電が常態化し、

中間・富裕層にも影響を及ぼし始めてきたが、発電機を確保できる環境に生活できる人と

そうでない人の格差が顕著となり、貧困層はさらに追い詰められている。こうした状況に

対して民衆は抗議行動に訴えてきたが、公権力は暴力的鎮圧を繰り返してきた。2012 年に

は労働デモに対して警察が発砲し多数の犠牲者を出したマリカナ鉱山虐殺事件が起き、

2021 年には 300 人以上が亡くなった大騒乱が生じた。2015 年に起きた「Rhodes Must  Fal l」
運動と呼ばれる学生運動では、ケープタウン大学内のセシル・ローズ像が撤去された。変

わらぬ現実を帝国主義の負の遺産の撤去という象徴的行動で打開しようとしたうねりは世

界にも波及した。本発表では混迷を極める南アで次世代を担う若者の活動を、ヨハネスブ

ルクのアート地区に集まる若者と現代アーティストに注目ながら紹介したい。

ヨハネスブルクのインナーシティの都市再生事業で生まれたアート地区、マボネンでは

アフリカ各地から集まった若いアーティストやクリエーターが創作活動や企業活動をして

いる。同地区は 2009 年に青年実業家が空き倉庫や工場を買い取り、レストラン、カフェ、

ギャラリー、アーティストスタジオ、アパートなどに転換することに成功した地区である。

荒廃したインナーシティにクリエイティブ地区かつ観光スポットをつくりだしたと賞賛さ

れると同時にジェントリフィケーションを引き起こしたと批判されてきた。ここはクリエ

イティブ・クラスと呼ばれる若い起業家が集まる場所となり、シェアオフィスが主催する

起業家ネットワーク構築会が開かれたり、コンテナを利用したスペースで洋服、カフェ、

IT ビジネスなどをしたりしている若者たちがいた。またギャラリーでは定期的にイベント

が開かれアフリカ各地を出身とする新進気鋭のアーティストが集まった。興味深いことに、

アーティストはもちろんのこと若い起業家たちも政治や社会に対して常に批判精神を持

ち、日常会話も政権批判、産業社会批判、市場主義批判に満ちていた。マボネンという作

られた箱に安住することなく自律性を保とうとする姿に見えた。南アではアートはポリテ

ィクスであるという芸術の原点を常に思い起こされる。2014 年に発表者が重点的に同地区

で調査をしていたときに出会った当時 30 代だったアーティストは今、40 代になった。現

在、ケープタウンのスラム地区に移り、苦しい生活を送りながらも掘っ立て小屋スタジオ

で創作活動を続けているアーティストは、ポケットマネーで子どもたちに絵を教えて次世

代にバトンを渡そうとしている。

アパルトヘイト時代からの負の遺産と、ポストアパルトヘイトの暴力や汚職、公共財へ

のアクセスや経済参加の機会の不公平といった不正義がまかりとおる南アにおいて上記の

ような活動は取るに足らないことのようにも思えてくる。だが、現実社会に真摯に向き合

い、苦境を地道に乗り越えようとするアートの力に希望を託したい。
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D-Forum 1 Introduction

Forum: Exploration of Practical Wisdom and Resilience Overcoming 
Downside Risk 

- Collecting grassroots voices in Africa under COVID-19 -
HANAI, Kazuyo (The University of  Tokyo) 

Our research team, led by board members of  the Japan Society  for  Afrasian Studies 
(JSAS),  has conducted an international  co llaborat ive research project  since December 
2021. This research project aims to classify and assess the real  and perceived  r isks 
associa ted with both Covid-19 and government  responses to  the  pandemic in seven Afr ican 
countr ies.  I t  a lso  aims to elucidate  people’s resi l i ence in  overcoming r isks.  We have been 
col lec ting  daily  grassroots voices in  seven Afr ican countr ies,  DR Congo, Ethiopia ,  Kenya,  
South Africa Tanzania,  Uganda,  and Zimbabwe in collaboration with research insti tut ions 
in  the countr ies.  Through that ,  th is research  will  contr ibute  to  improving a id pol icy and 
business  s trateg ies.   

At  this forum, we wil l  report  on  the resul ts  of  the f i rst  phase  of  the research pro ject , 
including an onl ine survey on  seven target  countr ies conducted using the data pla tform 
and f ie ld surveys in Kenya and Zimbabwe.  

[Program] 
1. Introduction and Research Framework: Hanai,  Kazuyo

“Risk  Trade-off in  COVID-19 Policies”

2. Presentation 1: Otchia , Christ ian S.
“Risk  Perceptions of  COVID-19 in Afr ica:  Belief ,  Values,  and Personali ty”

3. Presentation 2: Kinyua,  Laban Kithinji
“The COVID-19 Disruptions in Kenya 's Higher Education: Closure,  Fatigue,  and Paths
towards Recovery” 

4. Presentation 3: Muchetu,  Rangarira i G.,  Chambati ,  WSS.,  and Sakata,  Y
“Farmer ’s  percept ion of  the effects of  COVID-19 on agr icul tural  markets and
livelihoods in  Zimbabwe” 

5. Discussions

This research  project is  funded by Hitachi  Fund Support  for  Resea rch  Related to 
Infect ious Diseases.  
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COVID-19

Risk Trade-off in COVID-19 Policies
Kazuyo HANAI (The University of Tokyo) 

The to tal  number of  confirmed COVID-19 cases  in  Afr ica is  a round 13mil l ion  (as of  
2023 Feb).  Compared to  the other par t o f the world , this number does not  appear  so huge. 
However,  we need to  consider  the problems specif ic  to Africa,  which are  a  resul t  not  only 
of  the pandemic but a lso of  government responses.  

The primary problem is  about the low level of  health  and sanitary  systems.  Sub-
Saharan Africa countr ies have only fragile  heal th  systems.  The number  of  medical  doctors 
and hospital  beds,  and the  infrastructure are  not  adequate even  in  normal  t imes.  According 
to  WHO and UNICEF, only 34% of the popula tion in  Africa has access to handwashing 
facil i t ies.  How can people  respond to  the pandemic with this poor  sanitary equipment?  

Therefore,  many African governments implemented s tr ic t  prevent ion pol icies,  including  
border  closure,  lockdown,  curfew and staying home a t  a  very  ear ly  s tage.  Indeed , to  a 
cer tain extent ,  these  polic ies  prevented the  inf low of  COVID-19 cases .  However,  the 
restr ic t ions on  transpor tat ion severe ly affected  the local  popula tion, who depend on the 
informal economy for the ir  l ivel ihoods.  In  many Afr ican  countr ies,  people  could not 
emphasize  enough that because of  these containment policies ,  hunger  wil l  ki l l  them before 
the virus does.  

Meanwhile ,  the lockdown abuse by governmental off ic ia ls were sever.  After  the 
implementat ion of  lockdown, vio lence  within the context  of  COVID-19 policing  
increased.  Police off icers str ict ly enforced the rules using violence in many African 
countr ies.  As a resul t  of  this abuse  of power,  there was a  growing dis trust  of the 
government.  In some countr ies,  there  were reports of  concern that the rumor tha t  "corona 
does not  exis t"  was spreading on social  media ,  making people  more susceptib le to  COVID-
19 without fo l lowing their doctors '  advice.  This dist rust  might  affect  the success or  fai lure 
of  the containment  policies and vaccine promotion.  This is  the reason our research pro ject 
focuses on perception.  

In  addi t ion to  COVID-19, there are other infect ious diseases in  Africa ,  inc luding Ebola  
and Malar ia .  There is  a  possibil i ty  tha t  deaths  due to malar ia increased because people 
were avoid ing going to  hospi ta ls during COVID-19 pandemic.   

Looking at  the COVID-19 pol icies from these perspectives,  we can  observe  a  r isk 
tradeoff  between prevent ion  pol icies and the  deter iorat ion  of  people 's  l ivelihoods,  other 
in fect ious d iseases,  and poli t ical  and social  safety.  

Based on these problems,  we consider the pandemic as  a  ‘downside r isk.’ The downside 
r isk is  or iginal ly an economic term, but  Amartya Sen,  in h is report on human secur i ty,  
referred to  downside r isk as to  the r isk that  t r iggers the deter iorat ion of the other potent ial 
r isks to  vulnerable  people .  COVID-19 is precise ly the tr igger  for  no t  on ly a  pandemic ,  
but  a lso the associated pol icies and the mult iple r isks of  vio lence,  hunger,  disrupt ion of 
educat ion, and other infec t ious diseases that  hi t  people .  Therefore,  in  addi t ion to  focusing 
on individual  r isks,  we will  observe r isks f rom the perspect ive of  the exposed people . 
And,  we believe that  even with such mult iple r isks,  also even if  public  services and 
assistance are  not available , people wil l  recover  near  future.  So,  we wil l  e luc idate the 
practical  wisdom that  l ies  in  the everyday  dynamics of people  overcoming the r isks by 
using the local knowledge of  l ife around them.  
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Risk Perceptions of COVID-19 in Africa: 

Belief , Values,  and Personality

Otchia, Christian S. (Nagoya University)

The COVID-19 pandemic has brought the wor ld together  in  a  collective f ight  against  a  
common enemy.  However,  despi te  widespread efforts  to  contro l  the spread of  the v irus, 
percept ions of  r isk  remain h ighly var iab le across  different  countr ies ,  cul tures,  and 
demographic groups.  In Afr ica , the pandemic has crea ted unique chal lenges and 
opportunit ies for  understanding r isk perceptions,  par t icular ly regarding bel iefs,  values,  
and personali ty.  To better understand  the factors inf luencing people 's r isk  perceptions of 
COVID-19 in  Africa,  we conducted a  comprehensive survey  of  indiv iduals in  seven  
countr ies across the continent.  Our survey consis ted of  a  ser ies  of  questions designed  to 
assess people 's  bel iefs,  va lues, and personal i ty trai ts ,  as wel l  as their at t i tudes toward  the 
pandemic and their  behaviors during  the  pandemic.  Our f ind ings suggest  that  people 's  
bel iefs and values are  vi tal  in  shaping their  r isk percept ions of COVID-19.  For instance ,  
personali ty tra i ts  l ike extraversion and conscient iousness are associated with perce ived 
r isk.  Furthermore,  our  research  f inds that  trust  in  government and  healthcare inst i tut ions 
signif icantly  shapes r isk perceptions.  Our f ind ings suggest  that intervent ions aimed at  
increasing resi l ience in  Africa may need to  take into account these cu ltural ,  indiv idual , 
and t rust  fac tors  to  be effect ive.  
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“The COVID-19 Disruptions in Kenya's Higher Education:
Closure, Fatigue, and Paths towards Recovery” 

Laban Kithinji  KINYUA
 (Sophia University & Tokyo University of Foreign Studies) 

One of  the subtle  outcomes of  the COVID-19 restr ict ions in Kenya was an increased 
uptake of  onl ine learning,  despi te  a  glar ing lack  of  infrastructure to  accommodate such 
changes.  In th is paper,  we will  explore the COVID-19 pandemic  d isruptions to  universi ty 
education focusing on  the r isks exper ienced by  the  students in  poor urban sett ings as they 
st ruggled to  cope with  new modes of  c lass taking  and learning in  genera l .  We aim to 
elucidate the impact  of  these disrupt ions  on famil ies and relat ionships with  an intent  to 
unravel students’ coping strategies .  This paper  wil l  a lso highlight continui t ies and 
discont inui t ies in  online  learning as  the effects  of  COVID-19 dwindle.  We analyse the 
ramificat ions that  the abrupt changes associated with the COVID-19 pandemic had on 
students '  educat ional  and  daily  l ives during  the pandemic and  in  the  long term within the 
context  of  disrupt ive junctures that  were tak ing place almost at  the same t ime and that 
included changes in the school system, a  change in the school  ca lendar,  the pol i t ical  
competit ion in  2022, and a shif t  from campus-based classes to  the uptake of  online 
learning.  
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Farmer’s perception of the effects of COVID-19 on agricultural markets
and livelihoods in Zimbabwe

Muchetu, RG., Chambati , WSS., and Sakata, Y
(Sam Moyo African Institute for Agrarian Studies) 

Abstract
The emergence of COVID-19,  which was character ized  by constrained and rest r ic ted 
movement of  goods and serv ices ,  has exacerbated the  rural  challenges direct ly  and 
ind irectly.  Understanding how COVID-19 was perceived and how the s tate  responses to  
resolv ing the COVID-19 is important .  If  people believed  they were in  a  real  danger  from 
COVID-19 virus they would be wil l ing to  forego economic gain in  order  to  protect  the ir  
health .  I f  they did not  perceive COVID-19 as a  rea l  threat ,  then  their  response to 
containment policies would  be negat ive.  Thus,  a  perception  study of  r isk and downside 
r isk is  necessi tated .  The broad objective of  this study is  to  ga in an  in-depth understanding 
of  the wide implications of the coronavirus on agrar ian par t ic ipants ( farmers ,  
farmworkers,  and rura l  intermediaries)  in Zimbabwe.  This  is  done with in the framework 
of  understanding how COVID-19 exacerbates the  a lready insurmountable  chal lenges the 
reg ion faces.  
We argue that  COVID-19 has affected rural  people main ly due to  restraining access to 
markets (given they a lready had constra ined access)  fur ther  derai l ing rura l  development 
in  Zimbabwe.  COVID-19 has had more social ,  economic,  and pol i t ical  ramifications on 
the rural  areas than b iologica l  effects .  The  divide between urban  area  and rural  area 
perspectives was quite  apparent.  Thus,  ‘downside r isk’ is  higher  for the Rural  Area  than 
for  the Urban Area.  Major i ty  of  urbani tes and rural  fo lks have  had to rely  on local 
remedies  g iven  the absence of  conventional  medic ine against  the virus.  There  were a  few 
cases of  poli t ic izat ion  of the measures to f igh t  COVID-19 resul t ing ineffec tiveness of 
pol icies.  Never theless,  some people reported  opportunit ies  f rom the  v irus  as they  opened 
new lines of  income highl ight ing the need to rely less  on a l inear  understanding of the 
COVID-19 implicat ions.   
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アフリカンビーズの過去と現在

池谷  和信（国立民族学博物館）

African Beads Past and Present 

Kazunobu Ikeya (National Museum of Ethnology) 

趣旨： 

ビーズ（Beads）は、約 30 万年前にアフリカでホモ・サピエンスが誕生した後、今から

10－12 万年前に北アフリカから中東にかけての地域で生まれたといわれる。先史時代では

７万前の南アフリカのブロンボス遺跡のムシロガイ、４万年前の東アフリカ各地にみられ

るダチョウの卵殻のビーズはよく知られている。その後、12－13 世紀にはインド産のガラ

スビーズ、17 世紀以降にはヨーロッパ産（ヴェネチアやボヘミア）のガラスビーズがアフ

リカに導入されて、世界的な視野からみてもアフリカはガラスビーズの卓越する地域にな

っていった。

一方で、現在のアフリカにおいて歴史的な起源は定かではないが、多様な素材のビーズ

が知られている。ダチョウの卵殻、木の実、タカラガイ、琥珀、鉄、銀、そしてガラスビ

ーズ（ガラス製品を溶かして再生するビーズも含む）であり、石製のビーズはあまり多く

はない。またビーズは、人を飾ると同時にものを飾るために使用されてきた。さらにビー

ズは、富の違いや民族のアイデンティを示すのみならず交易などをとおして人と人をつな

ぐ社会的な役割を持ってきた。

本フォーラムでは、アフリカ以外の地域から導入されたガラスビーズに注目する。人々

は、どのようにそれを入手して、どのような装身具や民芸品をつくり利用してきたのか。

19 世紀の東アフリカ（ザンジバル島から内陸部）、近現代の東アフリカ（ケニアの乾燥地

域）や西アフリカ（ナイジェリア南東部の都市）の事例からアフリカの人々にとってのビ

ーズの意味を考える。

発表者と発表タイトル：

鈴木英明 19 世紀アフリカ大陸東部のビーズ交易  
－ベルギー王立中央アフリカ博物館所蔵資料をもとに

中村香子 ケニアの牧畜社会におけるガラスビーズの利用

 －サンブルとポコットの首飾りを事例に

池谷和信 ナイジェリアの都市におけるビーズ製作について

発表順：

鈴木英明

中村香子

池谷和信

なお、導入部にて代表の池谷から簡単な趣旨説明の予定。
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19 世紀アフリカ大陸東部のビーズ交易

ベルギー王立中央アフリカ博物館所蔵資料をもとに

鈴木  英明（国立民族学博物館）

Beads Trade in the 19th Century Eastern Africa 
Observations on the Collection in the Royal Museum for Central Africa, 

Belgium 
Hideaki Suzuki (National Museum of Ethnology) 

19 世紀、アフリカ大陸東部では長距離交易網が発達し、沿岸部からおおよそ大湖地方に

かけて交易活動が活発になっていった。その際に交換の媒体として綿布や金属線と共に広

く用いられたのがビーズであった。これら 3 つの交換の媒体の価値は金属線、綿布、ビー

ズの順に低くなっていく。すなわち、ビーズは少額の取引にも用いられる汎用性の高い通

貨であったといえよう。

ただし、ビーズであればどのようなものでも良かったわけではない。すでに貝やカタツ

ムリの殻、あるいはダチョウの卵を素材とするビーズが製作されてきたアフリカ大陸東部

で広域に通貨として用いられたのはガラス・ビーズであった。なおかつ、ガラス・ビーズ

の模様や形状の好みは集団ごとに多様であり、ある地域で交換の媒体として機能するビー

ズが別の地域では全く通用しない場合も多々あったし、時代によって流行の盛衰も激しか

った。

19 世紀にどのようなガラス・ビーズが流通していたのかについては、同時代の旅行記や

商業文書などに有益な情報を得られる場合が少なくない。しかし、それらの文字情報だけ

では個々のビーズの具体的な形状や色、模様を必ずしも十全には理解できない。そのよう

な研究状況下、報告者は 2022 年にベルギー王立中央アフリカ博物館を訪問し、同博物館

に所蔵されている 19 世紀中葉にザンジバル島で収集されたビーズの標本資料を熟覧する

機会に恵まれた。本報告では 19 世紀アフリカ大陸東部で流通していたビーズに関して、同

標本資料から得られる知見を整理し、紹介する。
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ケニアの牧畜社会におけるガラスビーズの利用

サンブルとポコットの首飾りを事例に

中村 香子（東洋大学） 

Usage of Glass Beads in East African Pastoral Societies 

A Case Study of Samburu and Pokot Beaded Necklace 

Kyoko Nakamura (Toyo University) 

19  世紀にヨーロッパからもたらされたガラスビーズは、20  世紀を通じて東アフリカの
牧畜民たちを虜にした。発表者のサンブルにおける現地調査からは、女性の首飾りの材料

は 1910 年ごろに真鍮からガラスビーズへとまたたく間に変化したことが明らかになった。
サンブル社会では、その後の現金経済の浸透とともに、ガラスビーズの利用が急速に拡大

していった。

マサイ、サンブル、レンディーレ、ポコット、トゥルカナといったケニアの牧畜民は、

家畜の略奪や預託をとおして、近隣の牧畜民集団との対立と共生の関係を柔軟に変化させ

てきた。そして、ひとめで所属する民族集団がわかるような、相互に似通ってはいるが明

確に異なるデザインの装身具をビーズを用いてつくりあげた。たとえば、ポコットの女性

の首飾りにみられるピンクや薄紫といった色のビーズは、隣接して居住するサンブルでは

用いられたことはない。民族によっては、ひとつの装身具に用いられる色の組み合わせを

限定し、何色には何色をとなりあわせるといった厳密な色彩コードの存在もみられ、独自

の美意識にもとづいた「われわれらしさ」を創出してきたのである。  

民族ごとに異なっているのは色使いやデザインだけではない。たとえば女性のビーズの

首飾りは、サンブルにとってもポコットにとってもとても重要なものであるが、その用い

られかたは大きく異なっている。サンブルの未婚期の娘の巨大なビーズの首飾りは、恋人

であるモランが家畜を売却したり出稼ぎに行ったりして得た現金でビーズを購入する。そ

して娘の母親が首飾りに編み上げる。この授受によってふたりの恋人関係は正式なものと

なるが、この関係は同じクランの内部で結ばれるため、ふたりは結婚することはない。娘

は恋人からもらった巨大な首飾りをつけたまま異なるクランの男性のもとへ嫁ぎ、結婚直

後には首飾りをほどいて、そのビーズと新たに購入したビーズを混ぜて既婚女性用のデザ

インの首飾りに作り替える。また、恋人にもらったビーズの一部を嫁ぎ先の女性たちに贈

ったり、出産後は子供や孫にも分け与えたりして、生涯利用し続ける。これに対して、ポ

コットでは、女性は割礼を受ける前は木製の手作りのビーズの首飾りをつけているが、割

礼の隔離から出てくるときには、父親がウシを売却して購入したガラスビーズを用いて母

親が編み上げた大きな皿型のビーズをいくつも重ねて身につける。そして女性たちはその

デザインを寸分違わずに維持しながら年老いるまで所有し続ける。

サンブルの女性にとってのガラスビーズの首飾りは未婚期の恋愛の象徴であり、結婚直

後にほどいてその形を消失させることは、女性が嫁ぎ先で真新しい人生を一からつくりあ

げることに似ている。そしてポコットの女性にとってのガラスビーズの首飾りは、父親と

母親によって生み育てられ、成人した自分自身を象徴しているのかもしれない。彼女たち

は、新しい流行の首飾りを新たにつくることはあるが、その場合はまったく新しいビーズ

を購入する。成人の印のビーズの首飾りを手放したり、ほどいて別のものをつくるのに利

用したりすることはほとんどないという。  

本発表では、このようにして維持されてきた色彩コードや、ビーズの装身具の用いられ

方の近年の変化についても言及する。  
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ナイジェリアの都市におけるビーズ製作について

池谷  和信（国立民族学博物館）

On Beadsmaking in the Cities of Nigeria 

Kazunobu Ikeya (National Museum of Ethnology) 

これまでアフリカ大陸におけるビーズを対象にした研究では、先史学・考古学、文献史

学、民族学などから多数のものが知られているが、ガラスビーズやタカラガイの交易に焦

点を当てた歴史学的な研究やビーズの社会的役割を論じる民族学的研究が知られている。

なかでもガラスビーズは、ヨーロッパ、中東、インド、中国など世界各地で生産されてき

たものであり、アフリカにおいても再生ビーズの生産はみられたこと、アフリカではトン

ボ玉と奴隷が交換されたことなどは世界的にも注目されてきた。一方で筆者は、19－20 世

紀にかけてアフリカでは、世界最大級のヴェネチアンビーズの消費地としていわれたこと、

アフリカの諸社会のガラスビーズの導入の仕方に多様性・地域性がみられることなど、ア

フリカンビーズの研究はアフリカ諸社会の特性を把握するための一つの手がかりを与えて

くれると考えている。同時に、空間スケールの異なる地域、大陸、世界をつなげることを

追求するグローバルヒストリーの研究にも貢献できる可能性がある。

 ここでは、以上のような研究動向をふまえてこれまでのビーズ研究や職人研究であまり

ふれられてこなかった「ビーズ職人」に注目する。調査地は、ナイジェリアの中部から南

東部に位置する地域である。この地域では、各地の首長が儀礼の際にビーズを利用するこ

とで一定のビーズへの需要がみられることから、「ビーズ職人」が歴史的に存在してきた点

でユニークな地域である。本報告では、ビーズ職人を対象にしてビーズ製作の実態につい

て報告することが目的である。現地調査は、ナイジェリア南西部の地域（ヨルバが主とし

て暮らすイバダンなどの都市）においてビーズ製作者を探し求めて、その製作のための仕

事場、多様な作品ごとの製作技術や社会集団のようすを把握した。その結果として、すべ

てが男性で世襲となるビーズ職人が１つの建物を貸し切り、分業によって作品を作り上げ

る過程が描かれる。また、その際には、ビーズ人像などの骨格をつくる木工職人との関係

も無視できないことが明らかになった。
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フォーラム：西アフリカのライシテ研究の可能性と課題

清水  貴夫（京都精華大学）

Potentiality and Challenges of Laïcité Studies in West Africa 

Takao SHIMIZU (Kyoto Seika University) 

【本フォーラムの趣旨】

本フォーラムでは、科研費「現代西アフリカにおけるライシテと宗教性の連続性の文化

人類学的研究」（21H00651/代表者 :清水貴夫）の途中経過を提示し、本課題の妥当性や方

向性、新たな視点を募り、本研究の進捗を発展的に検証することを目的とする。

この研究課題の対象となる西アフリカは、ここ 10 年ほどの間に多発したイスラーム過

激派のものとされるテロ、社会保障を補完する信仰 NGO、私学として国家が正式に認可

する初頭中等教育と言った、公共空間における宗教組織の存在が前景化し、その影響は到

底無視できるものではなくなった。これらは、政治―宗教、公共空間―宗教、宗教－社会

福祉と言った、様々な関係性の中に重層的に観察できる問題群であり、これらを束ねる概

念として「ライシテ」に着目し、こうした関係をどのように捉えるべきか、という点に着

目した本研究の問題意識である。さらに突き詰めれば、西アフリカにおいて考えられるラ

イシテの概念は、必ずしもフランス的なライシテ概念には収まらないということであり、

西アフリカ的な宗教と公共空間、政治の関係性を、公共空間―宗教性―日常―政治の連続

性にあるという点にある。本フォーラムでは、いわば「西アフリカ的なライシテ」を検討

することの可能性と課題を提示し、フロアと議論したい。

ライシテ概念とは、共和政体としてのフランス近代国家の成立を裏付けた、宗教性から

自律した世俗性を定めた近代国家の成立条件である。旧フランス領アフリカは、1960 年

前後の独立に際し、その憲法に、フランスに倣いライシテの原則を書き込んだ。しかし、

ライシテが生まれたフランスでもその綻びはさらに顕在化し、宗教と世俗社会の間のアプ

リオリとなっている。いわんや、外来の概念として「上から」課せられた西アフリカにお

けるライシテは、この地域の社会形成の上で上滑りしてきており、こうした現象は、様々

な政治・社会問題において散見される。その都度、西アフリカ社会におけるライシテの在

り方が議論されるが、人びとの日常生活においては、宗教組織が社会のセーフティネット

や人びとと政治をつなぐ中間組織となっており（例えば、「信仰 NGO」や宗教教育）、宗

教は政治的に切り離されているはずだが、実際には公共空間に堂々と鎮座していると捉え

るべきであろう。

以上のような実情を元に考えれば、本研究では国家と個人を二極化せず、社会集合性や

共同性を濃淡として捉え「ライシテ―宗教性」の連続体を析出・分析し、現代社会の新た

なモデルとして提示し、個人と宗教の関係性が再び問われている現在社会の在り様を考察

している。本フォーラムでは、本研究に関わるメンバーにより、それぞれの調査地での研

究進捗を提示し、議論を喚起していきたい。

【発表タイトルと順】

①清水貴夫 「西アフリカのライシテ研究の射程」

②伊東未来 「マリにおける家族法改正をめぐる議論とライシテ」

③和崎春日 「バムン王国におけるライシテと宗教性－和崎調査と盛恵子・盛弘仁調査を

つきあわせて」

④ウスビ・サコ 「アフリカの旧フランス植民地におけるライシテと宗教性の関係を探る

‐マリとマダガスカルの事例から‐」

⑤阿毛香絵 「『教団共和国  セネガル』を再考する‐アフリカ社会主義からネオリベラリ

ズムとイスラ―ムポピュリズムへの 60 年－」
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西アフリカのライシテ研究の射程

清水  貴夫（京都精華大学）

Significance of Laïcite Studies in West Africa 

Takao SHIMIZU (Kyoto Seika University) 

 本発表では、フォーラム「西アフリカのライシテ研究の課題と可能性」の事例研究に先

立ち、本研究課題の位置づけを検証するため、これまでの研究動向を検証し、議論の前提

を確認することを目的とする。

これまでの「西アフリカのライシテ研究」として、西アフリカのイスラーム諸国の論考

を数多く配した、Holder  & Sow（2014）L’Afrique des laïcités;  É ta t ,  rel ig ion et  pouvoirs  
au sud du Sahara ,  IRD Edit ion Tombouctou が代表的な先行研究として挙げることができ

る。本質的な宗教と世俗に関する研究は、宗教学や政治学、文化人類学等の研究の中で枚

挙に暇はないし、ジャーナリズムにおいてもライシテはよく議論されるテーマであり、ラ

イシテの問題自体も特別に新規性のあるものでもない。しかし、西アフリカで生起する宗

教、政治を中核とする問題がライシテ研究として検討されたのは、上掲書であることは間

違いないだろう。西アフリカのライシテ研究の嚆矢となった本書の出版年代が 2014 年で

あることを考えれば、ライシテという概念を取り入れて研究されるようになったのは、そ

れほど古い話ではない。これは、2000 年前後からのアフリカ諸国の加速度的な近代化、そ

れに伴い人びとの生活の急激な変化を経る中で、宗教（特にイスラーム）の立ち位置に大

きな変化が起こり、日常生活のレベルを超えて問題が顕在化したことが想起される。同書

の緒言において、フランスの宗教学の泰斗ボベロは、アフリカを「法的にはライックな国

家、社会的には宗教的」と述べ、現在の西中部アフリカ・イスラーム社会をフランス的ラ

イシテ概念で捉えることに限界を指摘し、「ライシテの定義の拡大」の必要性を唱えている

（Bobero2014）。しかし、西アフリカのイスラーム諸地域のテロリズムと政治権力の溶解、

人びとの日常生活の変容を前に、果たして「ライシテの定義の拡大解釈」という方向性で

十分だろうか。また、ボベロがこのことを主張してから 10 年が経とうとしているが、その

後の状況の変容を踏まえ、ボベロの主張がすでに不十分なものとなっているとすれば、ど

のように当該地域の宗教と政治、公共空間の関係性を捉えればよいのだろうか。最初の課

題として、本フォーラムの諸発表を踏まえ、当該地域の宗教、政治、公共空間をどのよう

に捉えうるのか、という点の議論を喚起したい。

この議論を進めるにあたり、この西アフリカにおけるライシテの問題が、決して独立時

に旧宗主国の憲法をその意義が十分に検討されぬままに「コピペ」された、言い換えれば

「上から」押し付けられたものなのだとすれば、「上から」の議論として、この課題が生起

したのではなく、ある日上から降って来たライシテの課題に人びとがどのように対応して

きたのか、また結果論的であれ、日和見的に適応されるライシテや世俗化の議論に対し、

人びとがどのように対応してきたのかが重要な方法論となりうる。すなわち、Holder  & 
Sow(2014)も行ったように、文化人類学的や歴史学の中から考察していくことが重要なの

ではないだろうか。以上を 2 点目の検討課題とし、方法論的な妥当性についての議論を呼

びたいと考えている。
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マリにおける家族法改正をめぐる議論とライシテ

伊東 未来（西南学院大学 国際文化学部）

Arguments over Reform of the Family Code and Laïcité in Mali 

Miku ITO ( Seinan Gakuin University, Faculty of Intercultural Studies) 

マリの議会では、1992 年に多党制による民主的選挙が実施されるようになって以降、何度か家族
法改正に向けた議論が起きている。1995 年に北京でおこなわれた第 4 回世界女性会議の「北京宣
言」をきっかけとした改正議論も、その一つである。しかしながら、これらの議論を経て家族法が
改正されることはなく、独立時に定められた家族法が適用されてきた。 
2009 年、こうした流れに変化を与える大きな議論が、マリ国内で生じた。それは、同年 8 月に国会
に提出された家族法改正案を発端としている。改正案のポイントは、行政に届け出た法的婚姻のみ
家族法が適用される婚姻関係として認める（モスクや地域共同体などで承認される宗教婚は認めな
い）、婚姻可能年齢を 15 歳から 18 歳に引き上げる、婚外子にも嫡出子と同等の相続権を与える、
別居状態が 3 年続いた場合に離婚を認める、既婚女性が商業活動を始める際の配偶者の合意を不要
とする、などである。 
こうした、いわゆる世俗的（secular, laïque）で女性の権利の不平等を是正する改正案に対し、国

民とりわけ宗教的な組織やその賛同者から大きな反発の声が挙がった。首都バマコでは、イスラー
ム高等評議会ほかが主催し、スタジアムで数万人を集めた抗議集会が開かれ、デモ行進もおこなわ
れた。この動きはすぐに地方に広がり、各地方都市で抗議集会やデモが開かれた。抗議活動の参加
者には、女性や女性が主体となった宗教的アソシエーションも含まれていた。デモで掲げられる横
断幕や抗議集会でなされるスピーチでは、「イスラームへの冒涜」「西洋文明の罪悪」「マリの分断」
「我々の社会的・伝統的価値の否定」といった言葉が強調された。抗議活動で主張されていること
は、必ずしも改正案の詳細を検証した議論とは限らず、その背景には、支配的・植民地主義的・西
洋的なるものへの強い拒否感がうかがえる。
全国的に広がった抗議活動を受け、改正案が提出・可決されて数週間後には、トゥーレ大統領（当

時）が改正家族法を発効させるための署名を取りやめ、議会に差し戻した。その後マリでは、北部
の治安の悪化やテロリストによる占拠、度重なるクーデターなどが起こり、家族法改正の議論は宙
に浮いたままになっている。 
家族法改正をめぐる議論は、ムスリムが人口の 9 割以上を占めるマリにおけるライシテの理念や

法律の世俗化の困難を浮き彫りにした。 
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バムン王国におけるライシテと宗教性

和崎春日調査と盛恵子‐弘仁調査をつきあわせて

和崎  春日（京都精華大学客員教授）

The Secular & The Sacred of Bamum Society 
Add Dr Keiko Mori & Dr Hirohito Mori’s research materials to Wazaki’s 

materials 
Haruka WAZAKI (Kyoto Seika University) 

現カメルーン‐バムン社会でのイスラームの聖性と世俗性（ライシテ）を考えるには、19
世紀末から 20 世紀初頭にかけて、ヨーロッパによるアフリカ分割の植民地化が進もうと

していた時の歴史状況を考察する必要がある。この頃、現カメルーン西部州に版図を築い

たバムン王国には、ドイツついでイギリス、そしてフランスがギニア湾から北上して、到

達していた。この時、バムン王国では第 17 代ジョエア王の治世であり、独英仏に対処し

て、バムン王国の自律性と独自性を維持するかという政治課題を抱えていた。時を同じく

して、サハラ砂漠南縁をウスマン‐ダンフォディオの聖戦ジハードのイスラーム宗教運動

が今のナイジェリア北部からカメルーン北部を経て、バムン王国に迫っていた。

ここで、南から最後にやってきたフランスには、北からの到来者アダマワ‐イスラーム帝

国フルベ‐ハウサ複合体との連合を臭わせ、北からやって来たフルベ‐ハウサ複合イスラ

ーム勢力には、ヨーロッパ勢力との連合を伺わせて、自律性を保った。だが、宗教規範上、

バムン伝統宗教が認める一夫多妻制と親和性が強いイスラームへの改宗が選ばれ、イスラ

ームの伝播者がフルベ‐ハウサのアフリカ黒人であったことも、イスラームへのバムン王

の改宗を後押しした。また、民族の戦争長、宗教長、政治長、経済長を兼ねる王がイスラ

ーム教徒になるその動機は、北方から侵入したイスラーム王国軍が「アッサラーム、アラ

イコム」という「奇妙な」呪声を上げて戦いに勝利したことにバムン社会が強く惹かれた

ことであって、バムン王国のイスラーム受容は、まず戦勝呪術として流入し、イスラーム

哲学を受けた倫理性のもとではないことも強く銘記すべきポイントである。

 バムン王国イスラーム受け入れ当初の宗教性も、普遍的な聖ある教えというより、王や

近辺者のみに伝える特殊能力として、広く社会性ある聖性に充ちたものではなかった。イ

スラームから見れば、バムン民族宗教とシンクレティズムを起こし、イスラーム原理から

遠い俗的心意を含んで、むしろ世俗性ライシテという位置づけをもつ特色があった。

19 世紀末から 20 世紀初頭を経て、現代バムン社会への超世代的なイスラーム継承‐伝播過

程を、バムン王国の首都フンバンでの流布プロセスとして王都形成史と共に分析し、その

考察を示す。私はヨーロッパ植民地勢力との対立軸に注視して、その対照のもとに、考察

を進めた。ここに、近年、盛恵子‐弘仁による優れた緻密な研究が登場し、単なる欧米植民

地勢力－イスラーム勢力という対立軸では理解できない、イスラーム内部での対立を意識

した聖俗意識が勃興していた分析を得た。盛恵子 ‐弘仁バムンイスラーム化論を重ねて、私

のバムン王国イスラーム化論を再考する。そうして、バムン社会の聖俗意識を問い直した

い。
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アフリカの旧フランス植民地におけるライシテと宗教性の関係を探る

―マリとマダガスカルの事例研究から― 

ウスビ・サコ（京都精華大学）

Exploring the Relationship between Laïcité and Religiosity in Africa Former French 
Colonies 

Case Studies from Mali and Madagascar 

Oussouby SACKO（Kyoto Seika University） 

最近、現代アフリカをどのように捉えるか、と聞かれることが多い。この問いかけに、私はさま

ざまな分野で頻繁に遭遇する。特にサハラ砂漠以南のアフリカは、さまざまな課題と可能性を同

時に抱えており、グローバル化が進む現代においても、その立ち位置は不明確なままである。近

年、再びアフリカの国々において国家のあり方、宗教と政治、教育と政治などのあり方について

の課題がますます深刻となっている。多くのアフリカの国々が独立時の憲法にライシテ（laïcité）
（宗教と政治の分離）という方針を導入し、宗教が市民の政治活動に影響を与えないと宣言し

た。しかしながら、現在、どの国においても政治と宗教の密接な関係がみられ、特に、旧フラン

ス領の国々には顕著にみられる。本（科研）研究では、フランスに端を発するフランス式のライ

シテ概念を批判し、旧フランス・アフリカ植民地につながる、アフリカに適応できる文化・宗

教・経済・公共空間・中間集団を抽出し、普遍的な福利をもつ社会形成を問うことを目的とす

る。過激派によるテロ行為は、安全保障の問題以外に、従来のライシテ研究の枠組みの改変を必

要としている。すなわち、現代の西中部アフリカのイスラームを捉える上では、個々人の信仰レ

ベルと国家の信仰の両側面からのアプローチが必要なのである。本研究では、宗教性とはイスラ

ームやキリスト教などの一神教の信仰実践に加え、人々が近代化した生活空間や活動空間におい

て、これらをどのようにとらえ、実践しているのかに注目することである。また、研究のプロセ

スでは、近代化による空間そのものの構造的な変化に対応してどのような変容を遂げているのか

に着目しつつ、公共空間における宗教の存在や政治における宗教的な影響、あるいは宗教指導者

などのプレゼンスをも検討対象とする。

本発表では、ライシテと旧フランスの植民地との関係を捉えるために行なった、マリとマダガスカ

ルの事例調査を報告する。国家とライシテに関して、宗教施設（モスク・協会）と人々の関わりや

その変化、政府機関、各種行事と宗教の関係を視察した。分担研究の具体的な進め方を以下に示す。 

① 植民地期から独立期を経て現在に至る、西アフリカとマダガスカルの宗教（特にイスラームと

キリスト教）の状況を明らかにする。

② ライシテと宗教政策の歴史を分析し、ライシテ化する「宗教」組織を民族誌的に解読する。

③ 歴史学的資料と民族誌的資料を突き合わせ、西アフリカやマダガスカル社会を宗教と政治の両

側面から照射して理解し、「国家と宗教」が両立しうる社会集合性を検討する。

④ 宗教団体、各種モスクと教会、宗教集会と公共空間の関係を空間人類学的視点から分析する。 

⑤ 政治的演説（Discours）の宗教性（ライシテとの整合性）や宗教指導者の説教の政治性を踏ま

えた分析を行う

※本発表は、フォーラム「西アフリカのライシテ研究の課題と可能性」の事例研究報告である。
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『教団共和国  セネガル』を再考する

アフリカ社会主義からネオリベラリズムとイスラ―ムポピュリズムへの  60 年

阿毛  香絵（京都大学）

Reconsidering The “Republique Confrérique” of Senegal 

From African Socialism to Neoliberalism and Islamic populism 

Kae AMO (Kyoto University) 

ポストコロニアル・アフリカの近代政治を描いた『腹の政治( la  Poli t ique du ventre)』と

いう表現で知られる政治学者のフランソワ・バイヤールは 2010 年に出版された『共和制

イスラーム( Islam Républicain)』の中でセネガルを『教団共和国(République Confrér ique)』
と呼んでいる(Bayart ,  2010)。1960 年の独立と一党独裁の社会主義政権の樹立から 2000 年

にアブドゥライ・ワッド大統領が政権を握ってリベラリズムの到来をみるまで、セネガル

はイスラーム教団、特にムリッド教団と国家のリーダー達との持ちつ持たれつの関係性と

その社会・経済に与える影響力の特殊性が指摘され続けてきた。

植民地時代にその基盤が作られ、独立後も農村経済をベースとしたアフリカ社会主義を

後押しする形で発展したムリッド教団の落花生栽培に基づく経済は、1980 年代以降の信者

たちの都市化／商業化を経て国際化へ向かい、セネガル特融の文化や宗教性の象徴として

着目される。同時にフランスの社会学者や文化人類学者たちに『社会契約 (contrat  social)』
と呼ばれたムリッド教団と政治との関係は、仏語圏西アフリカのポストコロニアル研究の

中で一大ジャンルと言ってよいほど人気のあるテーマとして研究されてきた。その背景と

して、セネガルが 90％を超えると言われるムスリム・マジョリティな国となりながら、元

宗主国であるフランスの優等生として共和制とライシテを維持し続け、常に平和的、民主

的な政権交代を続けてきたという背景がある。こうしたプロセスにおいてムリッド教団を

はじめとするイスラーム・スーフィズムが大きな役割を果たしてきた、というのが先行研

究の指摘するところである。 

筆者がフィールド調査を始めた 2000 年代初頭には、前大統領であるアブドゥライ・ワ

ッド(2000-2012)が自らをムリッド信者と公言し教団への公的な支援を始めたことで世論

は沸いており、『ついにムリッドの時代が来た』という信者の若者たちと、政権の汚職や腐

敗を批判し、新たに政党を立ち上げる異なる宗派の『若い』宗教指導者 (マラブー)たちが

現れたことで、『民衆を代弁する』、『下からの政治』といった文脈でもイスラーム・スーフ

ィズムの政治性が新たに研究対象となった。それまで社会主義政権下では信者たちの選挙

行動を左右する教団の総本山トップによる『ンディゲル (宗教指導者の命令)』の影響力は

着目されていたものの、こうした伝統的な宗教リーダーはあえて本人から政治の表舞台に

立ってはこなかった。これに対して若い世代を先導する宗教指導者兼・政治家たちは、ダ

カールなど大都市部において疲弊し不満を募らせる若者たちや大学生にとってより身近な

存在であり、イスラーム、「セネガルらしさ」、そして近代性を融合した新たなロールモデ

ルとなることで政治的、社会的影響力を強めていた。2018 年に筆者も執筆した『アフリカ

におけるイスラームの政治』の中で、ホルダーとドゾンがこうした状況について、新たな

『イスラーム・ポピュリズム』の事例として分析している(Holder,  Dozon,  2018)。  
それから 5 年経った今、ニューメディアの発展とデジタルネイティブ世代の出現によっ

て、セネガルのイスラームもまた、個人化と新たな政治・社会的展開を見せている。

本発表では、来年 2024 年の選挙戦を控え、上記で触れた独立前後の 1960 年ごろから

2020 年代初頭に至るまでのセネガルの宗教と政治、そしてそれを取り巻く研究がどのよう

な編成をたどって来たのについて改めて政治人類学的見地から概観し、現代社会を見直す

鏡として再考してみたい。

55

D-14



フォーラム：アフリカの農と農村再考

鶴田 格（近畿大学）

Rethinking Agriculture and Rural Societies in Africa 

Tadasu Tsuruta (Kindai University) 

フォーラムの趣旨

本フォーラムは、報告者らが執筆して 2023 年 2 月に出版された『アフリカから農を問

い直す：自然社会の農学を求めて』（京都大学学術出版会）の内容をもとに、同書でとりあ

げられたテーマを学会員諸氏と共有し、議論をふかめるために企画されたものである。

同書は、南南問題の中核にあるアフリカ農村のなかでももっとも停滞しているとされる

広大な農牧・焼畑地域の農業・農村を主たる対象として、その地域自立的・環境保全的な

潜在力に着目し、あらたな可能性をとらえなおそうとするものであった。アフリカ農村の

独自性をうきぼりにするため、哲学者上山春平の社会編成論にでてくる「自然社会」とい

う概念をもちいて、アフリカ農業・農村の特質をさまざまな角度から検討した。

サハラ以南アフリカ以外の旧大陸では、古代の農業革命をへて単作的な穀物生産を発展

させ、八世紀ころまでに農業社会（アグラリアン社会）の段階にいたった。アグラリアン

社会とは、集権的な国家権力により住民のおおくが支配される社会である。それまで狩猟

採集、農耕、牧畜など様々な生業に従事し、一ヶ所に定住せず、遊動的で分散的な生活を

おくっていた人々は、国家などの上位権力の統制のもとに定住して穀物生産に従事するよ

うになる。そこでは、農業の生産方法と生産物が上位権力にコントロールされ、農業や農

村社会のあり方が変質する。

 ひるがえってサハラ以南のアフリカのおおくの部分は、植民地期にいたるまでそうした

「アグラリアン的」な権力に統制されることはなく、自律的で分散的なコミュニティが支

配的であったとかんがえられる。いわば「自然社会」の段階にとどまっていた。そこでは

生業のあり方、農業のあり方、ひいては人間集団のあり方が、アグラリアン国家に統制さ

れた農業や農村とはかなりことなる様相をしめしていた。にもかかわらず、われわれはこ

れまでアグラリアン社会における農業像・農村像をアフリカ農業・農村にも無批判に適用

してきた側面があるようにおもわれる。そしてそのことは、植民地期以降の諸国家や資本

がアフリカ農業・農村を急速に近代化させようとしてさまざまな摩擦をひきおこしてきた

ことと関連している。同書におけるアフリカ自然社会論はこうした「アグラリアン・バイ

アス」をのりこえるために提起されたものである。

発表者と発表タイトル 

本フォーラムは以下の５つの発表からなっている。鶴田による総論とそれにつづくよっ

つの報告により、さまざまな視角からアフリカ農業・農村の「自然社会的」な特質にせま

ることとしたい。

1.鶴田 格（近畿大学）「アフリカ農業・農村の非アグラリアン的性格」

2.足達太郎（東京農業大学）「アフリカ農業の環境史的概観：遊動型農業と定住型農業」

3.小松かおり（北海学園大学）「アフリカの農における移動性とエキステンシブネス」

4.坂梨健太（京都大学）「熱帯アフリカの多生業：農学の批判的検討にむけて」

5.泉 直亮（弘前大学）「富の蓄積と再生産：東アフリカ農牧社会における財と家族」
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アフリカ農業・農村の非アグラリアン的性格

鶴田  格（近畿大学）

Non-agrarian Features of Agriculture and Villages in Africa 

Tadasu Tsuruta (Kindai University) 

サハラ以南アフリカ以外の旧世界の諸地域は、近代にいたるまで、1,000 年以上の長期間

にわたって「アグラリアン社会」の段階を経験してきた。近代以前のアグラリアン社会と

は、国家または上位権力が農民を支配し農業生産を統制するような社会である。アグラリ

アン国家は農民の収穫の余剰分を収奪し、農地利用方式から作物の種類、品種選択にいた

るまで多大な影響をおよぼしてきた。そこでは広範囲にわたって権力のコントロールのも

とで主食作物が画一化され、生産性をあげるための画一的技術が普及される。また使用可

能な農地がかぎられているなどの条件のもとでは、画一化された生産体系に労働力や資源

を集中的に投入する「集約化」がおこなわれた。

他方でサハラ以南のアフリカの農業や農村社会には、西欧諸国によって植民地化される

まで、そうした画一化と集約化のベクトルがつよくはたらくことはなかった。その結果、

かならずしも農業に専門化せず、ひんぱんに移動するサブシステンス志向の分散したコミ

ュニティが主流となった。そこでは農耕民、牧畜民、農牧民、狩猟採集民が混在し、また

ひとつの世帯がさまざまな生業に従事し、環境を多面的に利用してきた。土地の私的所有

が発達しなかったため、そこでは（アグラリアン社会ではよくみられる）地主階層や土地

なし農民は基本的に存在しなかった。

植民地期以前のアフリカの農業・農村コミュニティの多くの部分は自然社会の段階にと

どまっており、その影響は今日の農耕や農村社会のあり方にもみられる。自然社会的ある

いは非アグラリアン的な性質はさしあたり次の諸点にあらわれているとかんがえられる。

（1）農村社会の流動性と分散性：本来アフリカの農村の位置や農村社会のあり方は極めて

流動的であり、それは移動耕作という農法や、牧畜という生業形態などとかかわっている。 
（2）生業の複合性と多様性：自然環境や社会経済的環境にあわせて、農耕、狩猟採集、牧

畜などの生活様式を柔軟に組み合わせて対処し、またその組み合わせの仕方にはさまざま

なものがあった

（3）農法や作物の多様性：アフリカの農業技術は基本的に環境改変的でなく環境適応的で

あり、また上位権力に統制されないサブシステンス志向の農業生産は、その技術や栽培作

物、栽培環境の多様性（非画一性）により特徴づけられる。

（4）分与の経済と「消費の共同体」：アフリカ農村の共同性は、労働・生産面の協働や農

地を媒介とした社会関係よりも、むしろ食料など生活に必要な物資を消費し、共有し、分

配する行為のなかにつくられていく。

（5）蓄積と再生産：土地などの移譲可能な固定的な財という形で富が蓄積されず、家族や

その外にひろがる人間関係の再生産（そのために必要な財が家畜）が重視される。

アグラリアン社会の農業と農村共同体が国家の統制、定住、単作、穀物重視、画一性、

農業の専業化、労働団としての農村共同体の形成などによって特徴づけられるとすれば、

自然社会的色彩のつよいアフリカの農業と共同体は移動、分散、農法や主食の多様性、生

業の多様性、サブシステンスの重視などに特徴づけられる。つまり私たちはアグラリアン

な農業・農村と非アグラリアンな農業・農村を区別して論じる必要がある。
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アフリカ農業の環境史的概観

遊動型農業と定住型農業

足達  太郎（東京農業大学）

An Environmental Historical Overview of African Agriculture 

Nomadic Agriculture and Sedentary Agriculture 

Tarô Adati  (Tokyo University of Agriculture) 

古代エジプト王国やエチオピア帝国などをのぞいて、アフリカには農業を基盤とした中

央集権国家は存在しなかった。19 世紀以降の植民地期においても、宗主国による搾取的な

構造があったとはいえ、自給のための農業まで完全に支配されていたわけではない。過去

から現在にいたるまで、アフリカの農業が国家によって捕捉されたことがほとんどないと

いう事実は、アジアやヨーロッパのそれと比較した場合、顕著な特徴といえるだろう。

ヨーロッパやアジアの農業は「土地」を基盤とし、資源を投入しながら生産性を志向す

る定住型農業が主流であるのに対し、アフリカ農業の主流は「環境」を基盤とし、そのた

えまない遷移に応じて多様性の維持を志向する遊動型農業である。ただし、遊動型農業と

定住型農業は可逆的・主体的に転換しうるものであり、環境や社会の変化にあわせていき

つもどりつしたり、それぞれの要素がまざりあったりすることは、各時代・各地域でしば

しばみられることである。こうした観点から、本発表ではアフリカ農業の環境史にかんす

るいくつかの知見を概観し、さしあたっての課題と展望をのべる。

1．生物多様性の要因

アフリカが生物多様性の宝庫である理由のひとつに、地質学的・気候学的な要因によっ

て定住型農業が発達しなかったことがあげられる。また人類の故地であるがゆえ、ほかの

生物とのあいだで共進化がおこり、捕食-被食関係もふくめて共存が維持されてきたことも

大きい。その証拠に人類が大規模な環境改変能力を獲得したのちに移住した南北アメリカ

大陸やオーストラリア大陸では先住していた多くの生物たちが短期間のうちに絶滅した。

近代以降、定住型農業がなかば強制的にもちこまれた結果、アフリカでも大量絶滅が進行

し、近年その傾向にますます拍車がかかっている。

2．「緑のサハラ」とアフリカ農業の起源  
約 1 万年前から 7000 年前ごろまでの完新世湿潤期には、現在のサハラ砂漠がゆたかな

植生におおわれ、「緑のサハラ」とよばれる景観が出現した。古気候学的な証拠により古ニ

ジェール川水系や古チャド湖をはじめとする巨大な水系が存在したと推定され、そこでは

「水辺文明」とよばれる農耕や漁労を基盤とした定住的な生業社会が発達したことが歴史

言語学の知見から示唆されている。アフリカが起源とされるいくつかの作物はこの時代に

栽培化された可能性があり、今後種子や花粉、土器における圧痕など考古学的遺物を詳細

に分析することによって研究が大きく進展するかもしれない。

3．オブソリート農薬と遺伝子組みかえ作物  
 遊動型農業が主流であったアフリカで定住型農業を推進することに起因して、さまざま

なミスマッチが生じている。たとえば化学肥料や農薬は定住型農業に必須のアイテムだが、

遊動型農業では不要であり、もてあまされてしまうことが多い。国際援助であつまった大

量の農薬の使用期限がきれてオブソリート化し、環境への漏出が問題となっている。また

あらたな侵入害虫に対する切り札として、遺伝子組みかえ作物を導入するうごきがアフリ

カでもさかんになっている。しかし、こうした作物をひとたび導入すると、種子の調達を

外国に依存しなければならなくなり、とりかえしがつかない。近年は環境意識のたかまり

により世界的に農薬や遺伝子組みかえ種子の需要が頭うちになっており、今後アフリカが

販路開拓の標的として農薬・種子メーカーの攻勢にさらされることは想像にかたくない。
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アフリカの農における移動性とエキステンシブネス

小松 かおり (北海学園大学) 

Mobility and extensiveness of African Agriculture 

Kaori Komatsu (Hokkai-Gakuen University) 

アフリカの農のひとつの特徴は、移動性である。焼畑移動耕作で耕地を移動することに加え、農
民はさまざまな理由で頻繁に移住する。本発表では、移動性を背景にした農の特徴としてのエキス
テンシブネスについて検討する。
エキステンシブネスとは、掛谷誠が、タンザニアのトングウェやザンビアのベンバといったアフ

リカの疎林地帯の焼畑農耕民の生活様式のモデルとして提唱した用語である。掛谷は、集約農業を
基盤とした日本や西欧の農村の生活様式（インテンシブな生活様式）と対比する形で「エキステン
シブな生活様式」を提唱した。本発表は、掛谷がエキステンシブと表現した生活様式を、アフリカ
農村・農業のダイナミクスを表現する概念として再検討することを目的とする。
中部アフリカの熱帯雨林の農村は、プランテーションが発達した一部の地域を除き、国家による

統制の度合いが低かったため、社会経済状況の影響を受けつつも、居住地の選定や作物の選択につ
いて自律性を保ってきた。この地域の社会は、J.ヴァンシナが示し、I.コピトフがアフリカン・フロ
ンティア論で論じたように、移動、拡大、分裂、消滅を繰り返してきた。現在も、肥沃な土地への
アクセスや親族間でのトラブルの解決などを理由とした世帯単位の移住が頻繁に行われ、新村が生
まれ続けている。本発表では、カメルーン東南部の森林地帯で、1960 年代にサバンナと森林の境界
域から移動した人びとによって作られた村を事例として、移動した人びとの戦略を分析する。彼ら
は、旅をしながら、または伝手をたどって移住先を選定し、周囲の住民と関係をつくり、土地を確
保し、作物を選択して種や株を入手し、食生活を再編し、新たな成員を受け入れてきた。
新しい土地での農の再編においては、焼畑移動混作であり、混作であることが、選択肢を増やす

要因となっている。村、または農地を移動するときには、生業や作物の組み合わせの変化を必要と
するが、彼らはその際、システムを入れ替えるのではなく、既存の方法論や要素を捨てずに、新た
な要素を受け入れ、調整するという方法を採用する。混作では、新しい作物が取り入れられるとき
には、少しずつ既存の畑に加え、既存の作物とのバランスを変えることで受け入れることが可能で、
既存の作物を捨てる必要はなく、状況によっていつでも再調整が可能である。新たな要素を取り入
れ続けながら安定を目指し、全体を組み替え続けることは、農だけでなく、彼らの社会や生活にも
共通する。常に変化に備えているこのような態度は、生業または社会的な「開放性」と呼ぶことが
可能であり、これがエキステンシブな生活様式、またはエキステンシブな農の動力になっているの
ではないか。 
また、このような「エキステンシブネス」または開放性は、アフリカの農民に特有なのではなく、

移動を常態とする農民たちに共通して見られる身構えである可能性がある。東アジアから東南アジ
ア、南アジアにまたがる丘陵地帯に住み、国家に補足されないための文化を発達させてきた人びと、
J.スコットが「ゾミア」と名付けた地域に暮らす人びとなど、移動する人びとの農と社会の共通性
についても検討する。
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熱帯アフリカの多生業

農学の批判的検討にむけて

坂梨  健太（京都大学）

Multisubsistence in Tropical Africa 

Toward a Critical  Review of Agronomy 

Kenta Sakanashi (Kyoto University) 

アフリカの農、とりわけ中部熱帯アフリカにおける農業は、焼畑のなかでみられる作物

の多様性や、新たな作物の導入や農法の試行錯誤といった柔軟性が特徴として挙げられる。

しかし、農業を人びとの主生業として焦点化しすぎると、かれらの生活の全体像を見落と

してしまいかねない。本報告では、農業以外の活動も含めた多生業に焦点をあて、その特

徴について論じ、アフリカの農を再考することを目的とする。ここでいう多生業とは、単

に複数の生業が組み合わされていることだけではなく、生業の種類が多数あり、その組み

合わせパターンが豊富であることも意味する。

アフリカの場合、農業の「停滞性」が問題視され、農学や経済学の議論では生産性や効

率性、現金収入の向上が目指され、農業以外の活動が後景に退かれてきた。または、非農

業の活動として食品加工や加工品販売によって収入の向上が目指されてもきたが、あくま

で農業を基盤とした議論になっている。他方、これまでの人類学をはじめとした現地に根

ざした研究では、農耕民と呼ばれる人びとの多生業が論じられてきた。かれが農業だけで

なく狩猟や採集をおこなう人びとであることは明らかであった。しかし、その多生業とは

過酷な自然環境への適応や、生計維持のための不可欠な活動として位置づけられ、人びと

にとって多生業がどのような意味をもつのか十分に評価されてこなかった。本報告では、

具体的にカメルーン南部で暮らすバンツー系の「農耕民」と呼ばれるファンを対象に、次

の 3 つの視点、1）異なる生業の相互補完性、2)融通無碍、3）人間関係から、多生業の特

徴をよりポジティブかつ動態的に示す。

ファンが「農耕民」であるのは、焼畑から主食作物を収穫し、カカオ栽培を通して現金

収入の大部分を得ているからである。しかし、農業のみでかれらの生活は完結しない。た

とえば、カカオ生産をおこなうためには、人口密度が希薄ななかで労働力をいかに確保す

るかが重要となる。カカオの収穫期間中で十分な現金をもっていないファンは、労働の報

酬として狩猟採集活動で得たものを利用する。そのため、収穫期になると、狩猟採集活動

が活発化する。他方、狩猟採集がおこなわれる場はカカオ畑やその周囲であることもあり、

農業と狩猟採集が相互補完的である。

また、各世帯、各個人で農業と狩猟採集活動が主生業として常におこなわれているわけ

ではない。それぞれのライフステージや経済状況によっては、農業が放棄されて新たな活

動が取り組まれることもある。農業や狩猟採集が生計維持のための「この道一筋」の活動

にはならず、ファンの融通無碍な特徴がみられる。この背景には、いざとなれば助けても

らえる農村での人間関係や生きるためのものが手に入る森への信頼が存在しているからで

ある。多生業によって得られた自然資源、農作物、現金は、ファンの近隣に暮らす狩猟採

集民バカとの日常的な関わりや村落内外の親族や友人との関わりのなかで共有されること

がある。農業を含めた多生業は、消費を通じた人間関係の構築と維持につながっていると

いえる。そして、その人間関係によって多生業が継続されていく。

このような多生業の議論をアフリカの森でみられる一事例としてとどめるべきだろう

か。本報告では、日本や先進国における農業に関する議論とも比較しながら、生産重視の

農学を批判的に検討できるものとして多生業の議論を展開する。

60

D-18



富の蓄積と再生産

東アフリカ農牧社会における財と家族

泉  直亮（弘前大学）

Accumulation and Reproduction of Wealth 

Property and Family of Agro-pastoral Societies in East Africa 

Naoaki IZUMI (Hirosaki University) 

本報告では、東アフリカ農村社会における富の蓄積と家族の再生産のありようについて

検討する。東アフリカ農村は、ヨーロッパや東南アジアなどの他地域と比べると「農」よ

りも「牧」 の重要性が高い社会であり、家畜は家族の再生産とも大きく関係する。そこで

本報告では、東アフリカの半乾燥地に広がる農牧社会に焦点を当てて、家畜をおもな財と

してきた社会の特質を示し、財と家族との関係を再考する。また、近年ではこの地域でも

土地が稀少化して財としての重要性を高めている。ここでは、そうした現代的な変容を含

めて以下の 3 点から考察したい。  
第一に、アフリカ農村社会と土地をめぐる議論である。アグラリアン社会の定住的な農

村においては、土地こそが主要な生産資源であり財産である。土地所有こそが階級構造を

決定し、土地所有をめぐる権力の蓄積やその相克こそが歴史を動かす主要な動力であった。

しかし、こうした土地中心史観をアフリカ農村でどこまで適用できるのかは疑わしい。先

行研究においても、個人所有されない豊富な土地によってアフリカ諸社会の特質が形成さ

れてきたことが主張されてきた。

第二に、「農」と「牧」が混在する世界として東アフリカ農村を捉える視点である。従来

のアフリカ農村では土地が豊富であるゆえにあまり価値をもたなかった一方で、財産や富

の蓄積として重要なのはウシ・ヤギ・ヒツジなどの家畜である。農耕民といっても、ヤギ

やヒツジといった小家畜を含めると実際にはその大部分が生業のなかに家畜飼養を取り入

れている。他方で、家畜飼養をおもな生業とする牧畜民であっても、大部分はさまざまな

程度で農耕をおこなってきた。その意味で、とくに東アフリカの半乾燥地域では「農」と

「牧」が混在する社会、つまり農牧社会が、かなりの多様性をもちながら連続体をなして

広がっているのである。

第三に、東アフリカ牧畜社会における家畜と家族の関係である。牧畜社会にとっての家

畜は、厳しい乾燥地を生き抜くために生業経済のさまざまな面で利用されるだけでなく、

文化的、社会的にも重要である。たとえば、家畜は婚資を中心とした社会的な交換財であ

り、家族を形成するためにも必要である。1960 年以降の研究の方向性のひとつとして、資

本主義や新古典派経済学的な理解の枠組みから社会の特質が説明されてきた。そして、牧

畜社会を「家畜と女性を交換する体系」として理解し、牧畜民は家畜群と家族のあくなき

成長をめざす「家族企業」に専心しているという考えが示された。

本研究では上記の 3 点について、タンザニアにおける農牧民スクマ社会の事例から検討

する。具体的には、生業のあり方や財としての家畜や土地、およびそれらを管理する家族

について、1980 年代以降の状況や変遷を中心に考える。スクマ社会は、豊富な土地を求め

て移住し、世帯の労働力を核としてウシ牧畜と牛耕という農牧複合を拡大して農村の富者

となっている。その意味ではスクマ社会の財の中心は依然として家畜であるが、これは「あ

くなき成長」をめざした単なる自由競争の結果ではない。スクマ社会には富豪世帯が形成

されやすい社会的なしくみがあり、それが社会全体のセーフティネットになっている。ま

た、近年では人口増加や国際社会が推進するグローバル市場の影響を受けて、アフリカ農

牧社会の特質を支えてきた土地の稀少化が進んでいる。財としての土地の重要性が高まっ

たことで、農牧社会の生業のあり方や民族間関係も変容していることが明らかになった。
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フォーラム：子どもをめぐるコミュニケーションと健康

高田  明（京都大学大学院アジア・アフリカ地域研究研究科）

Forum: Communication and Health involving Children 
Organizer: TAKADA, Akira (Graduate School of Asian and African Area 

Studies,  Kyoto University) 

【趣旨】

 近年，気候変動，経済格差の拡大，パンデミックなどがグローバルかつ急速に進み，未

来の予測がこれまで以上に難しくなっている．こうした状況で，私たちの心身の成長過程

やそれと環境との関わりについての経験論的な議論を進めること，それに基づいて社会化

と社会の再生産の関係を再考し，よりよい未来の構築を支援していくことの必要性が高ま 

っている．とりわけアフリカ地域は，諸大陸中で最も大きな人口増加や社会変化が見込ま

れ，グローバルな未来構築において重要な位置づけにある．こうした問題意識を背景とし

て，本フォーラムでは次代を担う子どもの「健康」に注目する．健康は日常的にもよく用

いられ，その重要性も認められている概念だが，それを改めて定義しようとするとなかな

か難しい．言い換えれば，様々な文化・社会において何を健康あるいは不健康とみなすか

についての特異性とそれらを通じた普遍性は，十分明らかにされているとは言い難い．そ

こで本フォーラムでは，5 名の報告者がこれまで調査を進めてきたナミビアの半乾燥地（高

田），ボツワナのサバンナ（野口），カメルーンの熱帯林（林，山内），ザンビアの都市部（ニ 

ャンベ）における子どもとその周囲の人々の間のコミュニケーションに焦点をあて，その

動的な過程によって子どもの健康が形作られる様子を記述・分析する．そして，これを通

じて，グローバルな未来構築に資するような健康概念について，会場のみなさんと一緒に

再考したい．

【プログラム】

趣旨説明 高田 明（京都大学）

報告 1 高田 明（京都大学）「南部アフリカのサンにおけるジムナスティックへの 4 つの

アプローチ」

報告 2 野口 朋恵（京都大学）「セントラル・カラハリ・サンの子ども社会における近代

教育と健康―ノンフォーマル教育の事例から―」

報告 3 林 耕次（京都大学）「バカ・ピグミーの子どもの衛生感覚―水くみ・トイレ・調

理の様子から―」

報告 4 山内 太郎（北海道大学）「狩猟採集民の子どもの活動―半定住集落と森―」  

報告 5 ニャンべ  シコポ（北海道大学）「ザンビアのルサカ郊外における WASH（水・ト

イレ・衛生）に関する子どもたちの絵とストーリー」

総合討論

＊本フォーラムは，科研費基盤(S)「アフリカ狩猟採集民・農牧民のコンタクトゾーンにお

ける子育ての生態学的未来構築」（2022-2026 年度）<https: / /www.cci . jambo.africa.kyoto-
u.ac. jp/efm/>における成果発表の一部である，
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南部アフリカのサンにおけるジムナスティックへの 4 つのアプローチ

高田 明（京都大学大学院アジア・アフリカ地域研究研究科）

Four approaches to the analysis of gymnastic behaviors among the San 
of southern Africa 

TAKADA, Akira (Graduate School of Asian and African Area Studies,  Kyoto 
University) 

南部アフリカの先住民・狩猟採集民として知られるサンの様々な集団（e.g. ,  ジュホアン，

クン，アコエ，グイ，ガナ）では，乳児に早くから頻繁にジムナスティック，すなわち乳

児を膝の上で抱え上げ，立位を保持，あるいは上下運動させる養育行動を行う．発表者が

推進してきた子育てへの 4 アプローチというパースペクティブからは，サンのジムナステ

ィックは，(1)乳児の歩行反射をひんぱんに引き出し，乳児に喜びを与える（ミクロ発生的

発達：特定の文脈における一瞬一瞬の個人の学習），(2)乳児早期の歩行反射の消失を妨げ

るとともに，後の独り歩きを促進する（個体発生的発達：個人の生涯の時間枠組みで生じ

る），(3)時代や地域によって多様な意味づけをもたらし，その集団に特徴的な社会的状況

に応じた民俗理論の発展に寄与する（文化－歴史的発達：記号や物質的技術，価値システ

ム，活動のスクリプト，規範などを通して個人に遺産を継承する），(4)母親以外のキャン

プメンバーの早期養育への参加を促し，共同養育を促進することで，その集団の繁栄をも

たらす（系統発生的発達：遺伝子を通して個人にその遺産を継承していく種の歴史），とい

った働きがある（e.g. ,  Takada 2020）．このように，子育ての実践は常に，上記のような異

なる時間枠において発達してきた特徴のいずれもが入り組んだかたちで絡み合い，子ども

とその周囲の人々や環境を巻き込んで展開していく．これは，人間の本質的な生物・文化・

生態学的な性質，すなわち諸個人の遺伝・生物学的な条件，社会・文化的な文脈や規範，

及びその人々が暮らす生態環境が統合されることによってその生活世界が形作られるとい

う性質を示している．こうした性質は，本フォーラムで議論する「健康」についての枠組

みを再考するためにも重要である．発表者は，健康はそうした生活世界における諸要素の

均衡化を目指して生じる動的な過程によって達成されると考えたい．本発表では，サンで

の発表者による長期フィールドワークに基づき，ジムナスティックの特徴を明らかにする

ことを通じてこれを論じる．すなわちヒトの新生児は，長期の系統発生の結果，様々な能

力を持って生まれてくる．その代表的なものが，歩行反射を始めとする「原始反射」であ

る．しかし，これらの能力（e.g. ,  歩行反射）が発揮されるためには，文化歴史的に発展し

てきた周囲の人々の適切な支援（e.g. ,  ジムナスティック）が必要である．このような支援

のパターンには，民俗理論として制度化されているものもある（e.g. ,  ジムナスティックが

乳幼児の運動発達を訓練する，あるいは乳幼児をあやす・楽しませる）．サンの様々な集団

で集中的地域構造比較（Barnard 1992）を行うことで，これらの制度がどのように形成・

修正・再編成されてきたか検討できる．また子どもは，周囲の人々との相互行為を通じて

そうした民俗理論に出会うと同時に，養育者-子ども間相互行為（CCI）は，ミクロ発生的

発達のルールによって組織化されている．CCI が積み重なると，子どもの特定の行動（e.g. ,  
歩行行動）が誘発され続ける．その結果，その行動は強化され，他の行動と関連付けられ，

子どもはその行動を操作するようになる．子どもの個体発生的発達はこの過程で形成され，

子どもは CCI における自分の役割を徐々に変えていく（e.g. ,  世話をする幼児から若い養

育者へ）．つまり，CCI は 4 つのアプローチの交差点を構成しているのである．  
参照文献

Barnard,  A. (1992).  Hunters and herders of  Southern Africa:  A comparative ethnography 

of the Khoisan peoples .  Cambridge Universi ty Press.  
Takada,  A. (2020).  The ecology of  playful  childhood: The diversi ty  and resi l ience of  

caregiver-child interactions among the San of  southern Africa .  Palgrave Macmillan.  
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セントラル・カラハリ・サンの子ども社会における近代教育と健康

―ノンフォーマル教育の事例から―

野口 朋恵（京都大学大学院アジア・アフリカ地域研究研究科）

Modern Education and Health  
among the Child Society of the Central Kalahari San: 

A Case Study of Non-Formal Education 

NOGUCHI, Tomoe (Graduate School of Asian and African Area Studies,  
Kyoto University) 

狩猟採集を基盤とする遊動生活を送っていたサンの社会は、1970 年代以降、政府による

定住化に迫られた。それに伴う生活様式の変化はサンの社会における教育の重要性を高め

る一方で、教育現場では様々な軋轢が生じている。ツワナ式の教授方法や教授言語が、教

員とサンの子どもの相互理解の低下と中途退学を招いている。定住化自体現在も進行しつ

つあり、出身地により子どもの教育参加の程度が異なるという課題がある。また、定住後

のサンの社会にもたらされた近代医療によって、子どもや家族の健康状態が多様化する中

で、それが就学の意思決定に影響している可能性がある。ボツワナ共和国ニューカデ地域

（以下、ニューカデ）では、これまでサンの人びとに関する多くの調査が行なわれてきた

が、子どもの近代教育と健康に関する記述は十分でなかった。

そこで、2022 年 11 月 17 日から 12 月 2 日に、ニューカデの小学校、Out of School 
Education and Training（以下、OSET）および学童期の子どもの居住地における参与観察

と聞き取りを実施した。ニューカデにおける子どもの就学状況は、フォーマル教育に就学

している子どもと就学していない子どもに大別された。後者には、フォーマル教育を中途

退学した子どもと就学歴のない子どもが含まれていた。中途退学の要因には、飲酒やいじ

め、妊娠、教員による体罰が挙げられた。また、就学歴の有無には、子どもの身体状況や

親の信念が関連していた。例えば、歩行にぎこちなさがあるといった外見的な症状から、

親が子どもの就学に躊躇しているケースがあった。また、胎児水頭症の後遺症等により自

力での起居動作が困難な子どもは学齢に達していても就学していなかった。なお、この子

どもは水頭症の手術を隣国の南アフリカ共和国で受けていた。

OSET はフォーマル教育を中途退学した子ども向けのノンフォーマル教育施設として

2007 年にニューカデに開校した。2022 年 12 月現在、9 歳から 19 歳の男女 19 名が在籍し

ており、全員が同じ教室で学習していた。スタッフは、教員 3 名と補助教員 1 名等からな

り、うち 2 名のエスニシティは Gǁana であった。教授言語としてツワナ語と英語を使用し

ながらも、子どもの理解状況に応じて、教員らが Gǀui 語や Gǁana 語で説明を加えていた。

このように、OSET では、Gǁana の教員が授業に直接携わっている点で、フォーマル教育

に比べて、子どもの言語文化的ニーズに対する即応性は高いものと考えられる。また、多

年齢からなる子ども集団で社会化することが知られるサンの子どもにとって、異なる年齢

や修学レベルの子どもが一緒に学ぶ OSET の環境は、彼・彼女らの社会化過程に沿うもの

であると考えられる。その一方で、OSET はニューカデに住む子どものみが通うことので

きる機関であり、居住地によって中途退学後の教育へのアクセシビリティが異なる。また、

フォーマル教育やノンフォーマル教育といった教育の種別にかかわらず、重度のケアを必

要とする子どもの場合、教育そのものから周縁化されやすい。このことは、これまでに議

論されてきた、教授形式や言語、居住地に加えて、個々の子どもの身体状況やそれに対す

る家族の信念がサンの子ども社会の近代教育をめぐる新たな課題に想定されることを示唆

するものである。
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バカ・ピグミーの子どもの衛生感覚

―水くみ・トイレ・調理の様子から―

林 耕次

（京都大学大学院アジア・アフリカ地域研究研究科）

Hygiene attitude among children of the Baka hunter-gatherers
in tropical Africa 

: A study of fetching water, toileting practices,  and cooking of wild games 

Koji HAYASHI  
(Graduate School of Asian and African Area Studies,  Kyoto University) 

本発表では、アフリカ熱帯地域に位置するカメルーン共和国の東部州に居住するピグミ

ー系狩猟採集民バカ（Baka）の子どもたちを対象に、日常生活における彼らの衛生感覚つ

いて報告する。バカは、1950 年代以降に定住化と農耕化の政策が浸透して以来、現在では、

年間の大半を幹線道路沿いの定住集落で住居を構え、焼畑農耕中心の生業を営んでいる。

また、季節に応じて狩猟採集や漁撈活動を伴う森林での移動生活も頻繁に行っており、子

どもたちは、いずれの場における日常生活において、水くみや幼児の世話のほか、遊び要

素を含む様々な活動に従事している。こうしたバカの子どもの活動に関して、亀井は「狩

猟採集民の社会の特徴のひとつとして、おとなが子どもたちに対して積極的な教育や訓練

を行わないという、放任的な子育てのスタイルがある。」（亀井 2010: 2）」と述べており、

同じく園田も、バカの子どもが自発的に生業生活に参加し、その中で教育や教示がないま

まに様々な知識と技術を身につけるメカニズムについて言及している（園田 2010）。  
他方で、バカ社会において、彼らの健康に直結する衛生感覚（きれい /きたない、浄 /不浄

など）は、どのように培われるのだろうか。以下に挙げる 3 つの飲食と排泄に関連する事

例より、子どもの行動やコミュニケーション、認識等に着目して分析を試みる。

（1） 水くみ：毎朝夕の水くみは、バカの子どもによる重要な役目のひとつである。泉や

川、井戸での水くみで「きれいな水」をどのように認識しているのか。

（2） トイレ（排泄）：もともと決まったトイレを持つことのないバカの人びとであるが、

バカ社会においても下痢を含む疾患は顕著にみられ、排泄（物）に由来する病原菌

との接触・曝露は、乳幼児を含む口唇接触感染を踏まえて懸念される（小西ら 2020）。
（3） 調理（野生動物の解体を含む）：「遊び」の一環としてネズミなどの小動物を狩り、

その後に自ら調理をして食べるほか、大人が持ち帰った小型・中型の獲物は、子ど

もたちだけで解体作業をすることもある。そのような活動を通じて、調理としての

衛生認識、あるいは野生動物に対する「浄 /不浄」の感覚はどのように培われるのだ

ろうか。

【参考文献】

林  耕次・清水貴夫（2022）「カメルーン：アクターたちの思惑とすれ違い」清水・牛島・

池見・林編『講座サニテーション学』第 5 巻，北海道大学出版会  
亀井信孝（2010）『森の小さな〈ハンター〉たち―狩猟採集民の子どもの民族誌』アジア・

アフリカ言語文化叢書 49、東京外国語大学アジア・アフリカ言語文化研究所

小西達貴・林  耕次・山内太郎  （2020）「カメルーンの狩猟採集社会における乳幼児の口唇

接触と育児協働」第 74 回日本人類学会大会発表要旨集  
園田浩司（2021）『教示の不在―カメルーン狩猟採集社会における「教えない教育」』明石

書店
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狩猟採集民の子どもの活動

―半定住集落と森―

山内太郎（北海道大学）

Hunter-gatherer children's activities in semi-settled villages and in the 
forest 

Taro Yamauchi (Hokkaido University) 

狩猟採集民の子どもたちは男子と女子でどのように行動が違うのだろうか、また成長す

るにつれて行動パタンは変わるのだろうか。森の移動キャンプでは、子どもたちはどのよ

うに暮らしているのだろうか。もっぱら遊んでいるのだろうか、あるいは大人と同様、狩

猟や採集といった食物獲得活動を行っているのだろうか。

本発表では、アフリカ熱帯林（カメルーン共和国）に暮らすピグミー系狩猟採集民 BAKA
の子どもたちについて、半定住集落における日常の行動と森キャンプにおける狩猟採集活

動について定量的なデータにもとづいて考察する。

１．半定住集落における子どもの日常行動

子どもの成長にともなう行動の変容について性差に着目する。定住集落に暮らす狩猟採

集民の子どもに歩数計付きの加速度計（n = 69）と軽量小型 GPS（n = 44）をそれぞれ連

続 3 日間装着してもらい、思春期の開始以前（年少群）と以降（年長群）を男女別に比較

検討した。

男子女子ともに身体活動レベルが高かった。1 日の歩数は男女とも平均 2 万歩を超えて

いた。年齢上昇にともなって移動距離および行動半径は増大した。興味深いことに、男子

の移動距離や行動半径は、思春期に入ると大きくばらついた。また、行動パタン（訪問先

や滞在時間）にも男女で異なる変化がみられた。

２．森における子どもの狩猟採集活動

子どもと森の関わりについて「遊び―食物獲得活動」という視座から検討した。16 名の

子どもに一人 1 日ずつ個体追跡を行い、行動を 1 分単位で記録した。また子どもが獲得し

た野生食物資源をすべて記録・秤量し、エネルギーとたんぱく質の含有量を算出した。

子どもたちは森で積極的に食物獲得を行っていた。とくに漁労や小動物の狩猟に注力し

ていた。子どもの食物獲得能力は大人の 1/3 程度であったが、子どものみによる野生食物

資源獲得は集団全体の 3 割に上り、大人との協働による 2 割を加えると森で獲得された野

生食物資源の半分において子どもの貢献がみとめられた。子どもによって獲得した食物の

みでは自身のたんぱく質の必要量を満たすには至らないものの、集団全体でみると大人の

高い食物獲得能力と食物分配によって子どもの栄養状態は良好に維持されていたと考えら

れる。

３．研究限界

半定住村落および森キャンプにおけるそれぞれ１回のデータであり、季節（雨季、乾季）、

天候など異なる条件におけるデータの比較検討が望まれる。
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ザンビアのルサカ郊外における WASH（水・トイレ・衛生）に関する

子どもたちの絵とストーリー

ニャンべ  シコポ（北海道大学）

Children's drawings about water, sanitation and hygiene in peri-urban 
Lusaka, Zambia 

Sikopo NYAMBE (Hokkaido University) 

The primary target of  our study was to understand water,  sanita t ion,  and hygiene (WASH) 
in the peri-urban s lums of  Lusaka,  Zambia in  relat ion to  Sustainable Development Goals  
6: Clean Water  and Sanitat ion,  and 3:  Good Health and Wellbeing.  Addit ionally,  we 
wanted to  refocus the narrat ive on children in relat ion to  WASH from passive vict im to  
act ive part icipant ,  possible intervener and change maker.  
Fif ty (50)  school children (aged 10-14 years)  f rom two (2)  peri-urban communit ies in  
Lusaka,  Zambia were involved in ar ts-based research focused on water,  sanitat ion and 
hygiene (WASH) in their  communities.  Using WASH as the framing subject of  the 
research,  part icipants were asked to draw: i )  what  they don’t want to see in their  
community;  and i i)  what they want to see in  their  community.  Children then shared their  
drawings and stor ies with their  peers in  faci l i tator- led focus group discussions,  
highlighting where and why the things they did not want to  see occurred.  With a focus on 
WASH, children highlighted open defecat ion (reasons,  locat ions,  key culpri ts) ,  
handwashing (methods) ,  children’s play habits  (poor practice,  food management) ,  and 
at t i tudes and behaviors of  adults  in relat ion to WASH (uses and management of child  
feces,  poor pract ice) .   
Children’s  recommendations for  improvement of WASH in relat ion to  what they would 
l ike to  see in their  communities included policy changes towards the incorporat ion of  
children in the f ight towards improved community sanitat ion and child health,  creat ion of  
programs for child peer education activi t ies and more community-based interventions 
towards WASH education and behavior  change.   

＜日本語訳：抜粋＞

ザンビアの首都近郊スラムにおける水・トイレ・衛生（WASH）を、持続可能な開発目

標 6「清潔な水と衛生」および 3「健康で幸福な生活」との関連で理解することを目的とし

た。さらに、WASH に関連する子どもたちの物語を、受動的な被害者ではなく、能動的な

参加者、介入者、変革者という視点で捉えた。

都市スラムに暮らす 50 人の子どもたち（10～14 歳）を対象として、コミュニティにお

ける WASH を題材に、1）自分たちのコミュニティで見たくないもの、2）自分たちのコミ

ュニティで見たいもの、を描くよう求めた。その後、ファシリテーター主導のフォーカス・

グループ・ディスカッションによって、絵とストーリーを仲間と共有し、見たくないもの

がどこで、なぜ起こるのかを議論した。子どもたちは、野外排泄（理由、場所、主な原因）、

手洗い（方法）、子どもの遊び習慣（悪い習慣、食べ物の管理）、トイレに関する大人の態

度や行動（乳幼児の排泄物の管理、悪い習慣）を強調した。
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C-Forum 6 Introduction

フォ−ラム：ジャン＝フランソワ・バイヤール著

『アフリカにおける国家』の現代的意義

趣旨説明

加茂  省三（名城大学）

Forum: Contemporary Significance of the State in Africa  
by Jean-François BAYART 

Purpose of the forum 
Shozo KAMO (Meijo University) 

本フォーラムは、アフリカ政治学の分野に多大な影響を及ぼしたジャン＝フランソワ・

バイヤールの主著である『アフリカにおける国家―腹の政治』（L’État  en Afrique:  La 
poli t ique du ventre）（以下『アフリカにおける国家』）の現代的な意義を多面的に考察する

ことを目的とするものである。

『アフリカにおける国家』は 1989 年にフランス語初版が出版され、英語、スペイン語、

アラビア語に翻訳された。2006 年にはフランス語改訂版が出版された。改訂版には、国際

的な視点が十分ではないとの初版に対する批評に応えるために、2000 年にアフリカン・ア

フェアーズ（African Affairs）誌に寄稿した「世界の中のアフリカ―外向の歴史」（“Africa
in  the World :  a  History of  extraversion”）に、初版以降に出版されたバイヤールの主要著

作である『アイデンティティの幻想』（L’il lusion identi ta ire）（1996 年）および『世界の

統治』（Le gouvernement du monde）（2004 年）の内容を加味して執筆された「改訂版への

序章」という長い章が追加された。その一方で他の初版部分に関して加筆訂正は行われて

いない。改訂版は 2009 年に英語訳が出版されたが、今般日本語訳が出版される（加茂省三

訳、晃洋書房）。

フォーラム代表者の加茂は 2019 年に開催された第 56 回学術大会で「腹の政治―J. -F.  バ
イヤールの概念を再考する」と題した研究発表を行い、『アフリカにおける国家』で提示さ

れた概念の検討を行ったが、本フォーラムでは、以下の 3 点に関しそれぞれ発表を行うこ

とで、『アフリカにおける国家』の現代的意義を検討考察する。

まず発表 1 では、バイヤールによるアフリカ政治学研究における『アフリカにおける国

家』の位置づけを行ために、バイヤールの最初の研究書である『カメルーンにおける国家』

（L'État  au Cameroun）（1979 年）から最新の研究書である『国家の原動力』（L'Énergie 
de l 'État）（2022 年）までを俯瞰する。発表 2 および発表 3 では、『アフリカにおける国家』

が提示した課題を考察する。『アフリカにおける国家』は必ずしも特定の国家の事例研究で

はなく、「論法および分析手法を提示し、将来のモノグラフや比較研究に貢献するパラダイ

ムを構想」（初版 はじめに）することに主眼が置かれた。ここから具体的な国家を対象に

考察することが『アフリカにおける国家』の現代的意義となろうことから。発表 2 ではナ

イジェリアを具体例に考察する。さらに、国際的な視点を十分加味すべく改訂版が出版さ

れたが、ここで焦点となる概念は「外向」（extraversion）である。グローバリゼーション

が進展した現代世界において「外向」概念の再考が、『アフリカにおける国家』の現代的意

義を明らかにすることにつながることから、発表 3 では「外向」概念を再考する。  

発表 1 加茂省三 （名城大学）  
「ジャン＝フランソワ・バイヤールによるアフリカ政治学」

発表 2 戸田真紀子 （京都女子大学）  
「『アフリカにおける国家』とナイジェリア」

発表 3 遠藤貢 （東京大学）  
「『アフリカにおける国家』と国際関係―extraversion（外向）再考」  
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ジャン＝フランソワ・バイヤールによるアフリカ政治学

加茂  省三（名城大学）

The Studies of African Politics by Jean-François BAYART 

Shozo KAMO (University of Meijo) 

フランス人研究者ジャン＝フランソワ・バイヤールは、1979 年の『カメルーンにおける

国家』から、2022 年の『国家の原動力』へ至るまでに、24 冊のフランス語著書（編著、共

編著、2 冊の改訂版を含む）を記している（著書の中には英語、スペイン語、アラビア語、

トルコ語、日本語に翻訳されたものがある）。その他、学術論文や情勢分析、新聞への寄稿

等も含めると膨大な業績がある。また、アフリカ政治学の主要学術誌である『ポリティー

ク・アフリケーヌ』（Poli t ique africaine）誌の創刊で中心的な役割を果たし、「政治社会分

析財団」（FASOPO）および「政治社会分析欧州ネットワーク」（REASOPO）の会長を務め、

多様な学術的活動をおこなっている。

現在の所属先の 1 つである「国際・開発研究大学院」（IHEID）の HP には、専門分野と

して①宗教と政治②物質文化、身体技法、政治的主体化③アフリカおよび近東（トルコ、

イラン）における国家形成④政治的なるものの比較歴史社会学の 4 つが紹介されている。

ここに⑤としてフランス・アフリカ関係およびグローバル化を加えた 5 つの観点から、上

記にあげた著書を中心とした研究を俯瞰しその軌跡を振り返ることで、バイヤールによる

アフリカ政治学の全体像を明らかにすることが本報告の目的である（アフリカ以外の地域

に関しても豊富な研究があるが、本発表では取り上げない）。あわせて、バイヤールのアフ

リカ政治学研究における代表的な著作である『アフリカにおける国家』の位置づけも明ら

かにする。

バイヤールの著書の書名を俯瞰すると、『カメルーンにおける国家』以外に特定のアフリ

カの国家が書名となっているものはない。確かに、カメルーンはバイヤールの研究にとっ

て起点の 1 つにちがいない。『アフリカにおける国家』の主要概念を構成する「腹の政治」、

「ヤギは繋がれた場所で草を食む」（『アフリカにおける国家』「初版 はじめに」）はカメ

ルーンにおける発話行為である。しかし、著書以外に目を向けると、コートジボワールや

コンゴ民主共和国といったフランス語圏諸国だけではなく、南アフリカのような英語圏諸

国もテーマにした論文や情勢分析、政治的ななるものに関わる調査報告が執筆されている。 
バイヤールは、カメルーンといった特定の国家や地域のみをフィールドにして研究を重

ねてきたのではなく、『アフリカにおける国家』でも、「統治性」（M. フーコー）、「受動的

革命」（A. グラムシ）、「リゾーム」（G. ドゥルーズ）、「複合選択」（M.P.  コウエン）、「こと

ばのジャンル」（M. バフチン）といった概念を用いながら、広くアフリカを描くことに努

めてきた。それでも、バイヤールはフィールドを軽視していたわけでは全くない。アフリ

カのポストコロニアル国家をみるならばアフリカの社会をみなければならない、というの

がバイヤールの基本的な研究スタンスである。社会を中心に据えることで、バイヤールは

アフリカの歴史性をみいだし、長期持続の営みをみいだしてきた。アフリカを直接語った

のではないフーコーの概念を取り入れたのも、それが流行していたからであるとか、教条

主義に陥ったからではなく、アフリカ社会における政治的なるものの歴史性にかかわる疑

問の解明に適した手段を提供するからである、とバイヤールは記している。バイヤールの

政治学とは政治社会学的な視点であり、法や制度を中心とする伝統的な政治学的視点とは

距離を置いている。これはグローバル化にかかわるテーマを取り上げる際にも変わること

のないバイヤールの中心的な視点であり、この点を明らかにしていきたい。
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「『アフリカにおける国家』とナイジェリア」

戸田  真紀子（京都女子大学）

The State in Africa: The Politics of the Belly  (L’État en Afrique: La 
politique du ventre) and Politics in Nigeria 

Makiko TODA (Kyoto Women’s University) 
バイヤール（Jean-Francois Bayart）の『アフリカにおける国家』（改訂版、2006 年）が

世に出てから 15 年以上が経つが、日本の学界に対する本書の重要性は色褪せていない。特

に日本の政治学系の学界は、「アフリカ社会が『他の社会と同様』である」という理解に乏

しい。植民地化以前のアフリカ社会にまで視野を広げ「アフリカの歴史形成の連続性」を

強調する「長期持続」（訳書：序章）の視点をもつ研究者は少数派である。バイヤールが断

固拒否する政治発展論（アフリカの諸国家における「土着的なルーツ」を無視もしくは否

定する）も従属論（「世界経済システムに対する国家の最低限の自律さえ否定した」）も（訳

書：序章）、いまだに影響力を持ち続けている。さらに、アフリカ政治学には文化人類学の

研究業績が必要という学問姿勢や、「アフリカ研究へ力を注ぐ理由がある」という主張（訳

書：日本語版への序文）も、いまだ十分に理解されていない。

1989 年の冷戦終結後、ドナー諸国はこぞってアフリカに民主化（＝複数政党制化での選

挙）を要求したが、バイヤールは「民主主義、あるいはむしろ民主主義の言説は、（中略）

時代の流れに迎合するものであり、経済的レントを増やしたに過ぎない」（訳書：改訂版へ

の序章）と指摘する。「大多数の事例での複数政党制への移行とは、（中略）、権威主義体制

の『腹の政治』（poli t ique du ventre）の再燃を欧米の高潔な目から隠す葡萄の葉以外の何

ものでも」ないという。さらに、2011 年に執筆された「日本語版への序文」には、「今後

のアフリカで中心的なアクターとなる、教育を受けておらず職につけない青年層」につい

て項目を設けている。「1970 年から 1990 年までに実施された構造調整政策は青年層に致

命的な打撃を与えた。現実の要求に応えることのできる能力を持たない青年層は、労働市

場に組み込まれることがほとんどなかった。（中略）しかも青少年たちは、この 20 年来政

治の表舞台に登場する武装勢力への自発的あるいは強制的な徴兵の予備軍となっている。

そして青少年たちは、彼らのリーダーや扇動的政治家の指揮によりデモ、騒乱、略奪へ参

加させられる予備軍ともなっている」。

バイヤールのアフリカの民主化についての評価、及び青年たちについての指摘は、まさ

に 1999 年の民政復帰（第四共和制）以降のナイジェリアの姿と重なり合う。期待された第

四共和政では、長かった軍政期よりも、紛争による死者が増えた。そして、2000 年のシャ

リーア紛争でも、2009 年から続くボコ・ハラムによるテロでも、2011 年の大統領選挙後

の暴動でも、動員されているのは若者たちである。

『アフリカにおける国家』において、ナイジェリアは「腹の政治」（カメルーンでの表現。

ナイジェリアでは「国家のパイ」と呼ぶ）を分析するにあたって最も適した事例として扱

われている。伝統的エリートの「保守的近代化」や「現代エリート」との「互酬的同化」、

「受動的革命」、「リゾーム的ネットワーク」などが、富を独占するために争う「腹の政治」

を構成する。本報告では、この「腹の政治」というバイヤールの「論理と分析の様式」

（訳書：はしがき）について、上で述べた「長期持続」の視点にならって、植民地化以前

（ソコト帝国やカネム・ボルヌ帝国）からボコ・ハラム創設者ユスフ（Mohammed Yusuf）
が殺害された 2009 年までを視野に入れ、ナイジェリアを事例としてその有用性を示し

たい。

＜参考資料＞

J-F. バイヤール  (2023)『アフリカにおける国家』（加茂省三訳、晃洋書房）
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『アフリカにおける国家』と国際関係

extraversion（外向）再考  

遠藤  貢（東京大学大学院総合文化研究科）

The State in Africa: The Politics of the Belly  (L’État en Afrique: La polit ique du 
ventre) and International Relations 

Re-considering the perspective of extraversion 

Mitsugi ENDO (Graduate School of Arts and Sciences, The University of 
Tokyo) 

J-F.  バイヤールの『アフリカにおける国家』（第 2 版）に寄せた本人の序文（イントロ

ダクション）の中心的なテーマは、extraversion（外向）に関わる問題系であった。そこ

で提示されている基本的なテーゼは、外向という戦略が、「政治の中央集権化と経済の蓄

積の過程における主要なリソース」になったことに加えて、「従属している（と一般的に

はとらえられる）アクターが『支配者側のパワーの拠所である外在性（extér ior i té）』を

支配 ―時には象徴的に― しようと起こした社会闘争の過程における主要なリソースに

なったかもしれない」ということであり、それは「アフリカ人は、ある時には対立するた

め、またある時にはその一員となるために、社会へ従属する活動的な主体／臣下

（sujet）である」という視座にもつながるものである。  
 そして、外向の戦略について、バイヤールは「外向と従属の文法」と題した項において

改めて以下の 6 つの行為の様式を、20 世紀におけるアフリカと世界との関係において挙

げ る 。 そ れ ら は 、 強 制 （ coerci t ion ） 、 術 策 （ ruse ） 、 逃 走 （ fui te ） 、 仲 介

（ in termédiat ion）、適応（appropriat ion）、そしてその反対の拒否（ re jet）であり、そ

れぞれについて具体的な事例を挙げて検討している。

 本フォーラムにおける報告では、バイヤールが挙げる外向という戦略が、さまざまな様

態をとりながら現代世界においても実践されていることを、外向という概念を援用して検

討している近年の研究などを参照しながら、その分析的射程の可能性について検討を加え

たい。具体的な事例としては、「崩壊国家」ソマリアを事例として、行動様式を多面的に

敢闘した事例（Hagmann 2016）、国際刑事裁判所との関係を検討している事例（Clark 
2019）、アフリカにおける平和活動と国内の政治体制との関連を扱った事例、そして、新

自由主義時代に、それに適応する形で精製されてきた政治体制の様態を検討した事例（遠

藤  2023）などを挙げて考えてみたい。  

引用文献

遠藤貢（2023）「アフリカにおける政治体制変動の評価をめぐって：『新自由主義的専

制体制』の生成メカニズム」『国際政治』210：ページ数未定。  
Clark,  Phil  (2019)  Distant  Just ice:  the impact  of  the International  Criminal  Court  on 
African poli t ics ,  Cambridge:  Cambridge Univers i ty  Press.  
Fisher,  Jonathan and Nina Wilen (2022) African Peacekeeping ,  Cambridge Universi ty  
Press.  
Hagmann,  Tobias (2016)  Stabil izat ion,  Extraversion and Poli t ical  Set t lements in  Somalia ,  
Nairobi:  Rif t  Valley Inst i tu te .  
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A-1

 
 

 
Practical study on mixed forest of indigenous and exotic trees 

in semi-arid region of Tanzania 
Saya Ikoma

(Graduate School of  Asia and African Area Studies, Kyoto University)

2000

 

 

 
Toona ci l ia ta T.  ci l ia ta

10

M 50 T.  ci l iata
2022 8 2023 2 6

M T.  ci l iata
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Exploring the roots of the bamboo called mkokolombi 
in montane of Ruvuma Region, southern Tanzania 

Juichi Itani (Kyoto University),  Mikio Kobayashi (Kobayashi Bamboo Lab),  
Sota Harako (Japan Association for African Studies)
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Hunting and meat-eating behavior of wild bonobos

Hiroshi Ihobe (School of  Human Sciences,  Sugiyama Jogakuen University), 
Tetsuya Sakamaki (Lomako Project, Antwerp Zoo) 
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Ecology of 'village use elephants' around Lopé National Park, Gabon

Momoko Osaka
(Graduate School of  Asian and African Area Studies,  Kyoto University)
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cyclot is

2022 8 1 1 6
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Options for Primary School Leaving Examination Failures in Tanzania 

-A Case of Kigoma Region-

Mai TAKAMURA(INOUE) (Kyoto University)
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97 2021
2016 2022

PSLE
 

2017 PReM
PSLE 5

TAMISEMI

PSLE
14  

2022 7 9 12 2023 2 4
M 2016 5 108

1 107 2018 PSLE
22 5 17 3 4 7

PSLE  

 

Fundi  Cheleani

Kigoma Shuka

 

 

77



A-7

Effects of Vocational Training on Occupational Perspective and Self-
awareness  

A Case Study of Uganda

PARK, SeongEun (Kyoto University)
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Vocational Education and the Labor Market 

Focus on Nairobi,  the Capital  City of Kenya

Aika Matsumoto (Kyoto University)
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Disability and access to work in Africa 

A Case Study of  Skil ls  Training and Employment Support in Lusaka, Zambia

Mika KUSAKABE (Kyoto University)
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Kwame Nkrumah

 

The Strategy of President 

A Case Study of  ‘Positive Action’ of Kwame Nkrumah

Shozo Akutsu (Shinshu University)
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2

1957 11 21
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Kwame Nkrumah,  The Struggle Continues,  London:Panaf  Books,2006(1973) .  
Kwame Nkrumah,  Consciencism, London:Panaf Books,2001(1964).  
Kwame Nkrumah,  Handbook of  Revolutionary Warfare,  New York:In ternational  

Publishers,1968.  
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Clientelism and vote-buying in modern sub-Saharan Africa 

Yu Ajishi (the University of Tokyo, graduate school of Arts and Sciences)
 

vote-buying

Berenshot and Aspinall ,  2020
,  2022

contingent,  
quid pro quo

van de  Walle , 2007
 

 
2022

, .  Berenschot,  Ward and Edward Aspinal l  (2020)  “How Cliente lism Var ies:  
Compar ing  Patronage Democracies.”  Democratization  27(1) :  1–19.,  Van De Walle ,  
Nicolas (2007) “Meet the New Boss,  Same as  the  Old Boss? The Evolution of  Pol i t ical  
Cliente l ism in Africa.”  in  Herber t  Kitschelt  and  Steven I .  Wilk inson (eds .) Patrons,  
Clients  and Polic ies:  Pat terns of  Democratic  Accountabil i ty  and Poli t ical  Competi t ion ,  
Cambridge: Cambridge Universi ty  Press,  pp.50–67.
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2010  

BBI  

 

Controversy over Amendments to Kenya's 2010 Constitution:  

The Reignited “Building Bridges Initiative (BBI)” 

Hiroshige Fujii (Utsunomiya University) 
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Children’s Inter-household Mobility in Southwestern Ethiopia

Haruka ARII (Hokkaido University of Education)
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Establishment History and Expansion of 
Community-Based Childcare Centres in Malawi 

Kyoko Taniguchi (Hiroshima University) 
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Heckman, J . ,  Pinto,  R. ,  & Savelyev, P.  (2013) . Understanding the mechanisms through 
which an inf luential  ear ly childhood program boosted adult outcomes.  American  
Economic Review,  103(6) ,  2052-2086.  

Kholowa,  A.  C.  F. ,  & Maluwa-Banda,  D.  (2008).  Early Childhood Educat ion  and  
Development in  Malawi:  Major  Chal lenges and Prospects.  The Zimbabwe Journal  of  
Educational  Research, 11-21.
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Public Finance Management System and Public Service in South Africa 

Tomohiro Hosoi (The University of Tokyo)
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Tomohiro Hosoi .  (2023) .  Audit  Opinion Score Dataset  (1.0) [Data  set].  Zenodo. 
ht tps: / /doi .org/10.5281/zenodo.7670492 
Tomohiro Hosoi.  (2023) .  Inappropriate  Expendi ture  Dataset  (1.0)  [Data set] .  Zenodo. 
ht tps: / /doi .org/10.5281/zenodo.7670530
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RUF

 

Why Sierra Leonean Conflict was Over?

The Relations between the Peace Process and the Transitions of the RUF

Yuka Matsubara (University of Tokyo)
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The Thought and Actions of Paul Muite 

The Effort to Overcome the ‘Political  Tribalism’ in Modern Kenya

Yuta Hirano (Kyoto University)
 

 

 

(1945-)

 

Daily  Nation

Chal lenging the Kikuyu Oligarchy
 

1990

1995 SAFINA
2002

2010
2007 2013

SAFINA

2010
2010

 

88



A-21

 

The Possibility of Remote Research Using Videoconferencing Systems

Practical examples of digital storytelling workshops 

Kobayashi Naoaki
(Center for Cultural Resource Studies, National Museum of Ethnology, Japan)
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Africanizing Museums: 

They Are Not Mere Exhibiting Facilities 
Taku Iida (National Museum of Ethnology, Osaka) 
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Tensions between Culture and Politics 

A Cross-Border Case of Chopi’s Timbila between Mozambique and South Africa

Akiyo AMINAKA (IDE-JETRO)
 

1
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Wane 2019 ,  Morais 2020

 
49

EC
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 2018a.
 (83)  39-51.  

 2018b.
2

MOUSA  (19) 21-31.  
 2007.

I  351-361.  
Morais,  S.S.  2020.  O Palco e  o  Mato:  O lugar das t imbila no projeto  de construção da  

nação em Moçambique .  Tese de  Doutoramento,  Programa de Pós-graduação em 
Antropologia  Socia l ,  Universidade de Brasíl ia .  

Throsby, D.  2010.  The Economics of Cultura l  Policy ,  Cambridge: Cambridge  Universi ty 
Press.  

Wane,  M. 2019. Timbila  Tathu: Pol í t ica Cultura e Construção da Identide em 
Moçambique .  Maputo:  Khuzula.
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Not only Griots sing in Abidjan

Change of the Practice of the Mande Praise Song 

Hiroyuki Suzuki (Kokushikan University)
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Preliminary Study for the Living Heritage  

A case study at Khalifa House

Tomo ISHIMURA, Nobuhiro SHIMIZU and Naoyo SEKIHIRO  
Tokyo National Research Institute for Cultural Properties,  Hokkai-Gakuen 

University,  Kyoto city Archaeological Research Institute
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Her i tage
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(Ahfad Universi ty  for  Women)
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Art practice of sign painters in southern Ghana 

A case study of creation processes at Almighty God Artworks

Shoko MORI (Tokyo Metropolitan University / JSPS)
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Ross,  D.  H. (2014) The Art  of  Almighty God in His Own Words.  African  Arts  47(2) ,  8-27 
Vogel ,  Susan.  ed .  (1991)  Africa Explorer:  20th  Century African Art  [Exhibi t ion 
catalogue].  Centre for  Afr ican  Art .  
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A Common Orthography for Rukiga and Runyankore?

Shigeki Kaj i  (Center for Language Studies ,  Kyoto Sangyo University)
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Lewis,  M. Paul,  Gary  F.  Simons,  and Charles D.  Fennig 2015. Ethnologue:  Languages of  

Afr ica and Europe  (Eighteenth  Edit ion).  Dal las:  SIL International .  
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20

 

 

Examination of the Kikuyu’s Folk Term "Translation" in the First Half  of the 
20th Century 

On the Case of the Concept "Ngoma"

Kasumi Kimura  
(Graduate School of  Asian and African Area Studies,  Kyoto University)
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PD

The Inclusion and exclusion of Wolof Literacy Movement 

Linguistic Nationalism in modern Senegal

Tomoki Ikebe (University of Tokyo /  JSPS)
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Handicraft production and export in Ghana 
in the midst of and after the COVID-19 pandemic  

Haruka USHIKU (Hokkai Gakuen University)
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Timber distribution in southern Kenya based on a dealer survey 

Gen Ueda (Hitotsubashi Univ.), Matheaus Kioko Kauti (South Eastern Kenya Univ.)
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The Dynamics of Farmers' Group on Contract Farming in Kenya

Chihiro KUBOTA (Kyoto University)
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2022

Rural Road policy in Ethiopia: 

Functional Classification Revision in 2022 and Development Policy

Satoko Iritani (Toyo University)
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Eragrostis  tef

Bol le t t ino  della Socie tà geograf ia  I taliana,  Ser ie 2
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Shaping National Identity through Food 

The case of  an Ethiopian ethnic minority over injera

Takeshi Fujimoto (University of  Toyama)
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India.  Comparative Studies  in  Society  and History  30(1):  3–24.  

Ranta ,  Ronald  and Atsuko Ichijo  (2022) Food,  Nat ional  Ident i ty  and Nationalism: From 
Everyday to  Global Pol i t ics .  2nd ed.  Palgrave Macmillan.  
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Change of Food Consumption in Kenya

Surveys in Mwea and Nairobi

Noriko Ito (Takushoku University) Yuki Maruyama (Policy Research 
Institute,  Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries) 
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Food and Health in the Age of “Soft and Light” 

Eating Habits and Their Changes in the Coastal Zone of Ghana

Toru Sagawa (Keio University)
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Multiple aspects of cassava utilization in the diet of rural Tanzania;

A case study in Kigoma region
Hitomi Nakao (Kyoto University)
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Where have the grogneurs gone ?  
(On Line) Politics from Below in Bénin

Masataka TANAKA (OOTANI University)
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SNS

Transformation of Knowledge Distribution of Magic and Healing 
through SNS  

A Case Study of the Practice of Herbalists and Sorcerers in Benin.
Ran Muratsu (Tokyo University of  Foreign Studies)
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Islamic Bookshops in Yaoundé, Cameroon 

Analysis of an Inventory of Stock

Sohta HIRAYAMA (Kyoto University)
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Spiritual Education by Women Islamic Leaders of the Niassene Tijaniyya 
Order in Ouakam, a Commune d’Arrondissement, in Dakar, Senegal 

MORI Keiko  
(Affiliated Researcher at the Center for African Area Studies, Kyoto University) 
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Potential for the establishment of a Japanese-style manga/anime 
ecosystem in Africa 

Takahiro Morio (University of Tsukuba)
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The Health Impact of Sanitation

A Case Study in an Urban Slum Dumpsite in Lusaka, Zambia

Akira Sai (Hokkaido University), Joy Sambo (Hokkaido University),  
Taro Yamauchi (Hokkaido University) 

 

 

Personal Protective Equipment PPE

 

 

114



B-23

1 Daouda Gomina2 1 1 2 T.A.N. NGO
 

Household waste management and resource use practices
in Djougou, Benin

Rika Hirao1,  Daouda Gomina2, Hidenori Harada1

1 Kyoto University,  2 T.A.N. NGO  
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Circulation of used plastics in Zambia 

Masaya Hara (Kobe University)
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Single-use plastic in everyday life and its regulation in African nations

Shuichi Oyama

(Graduate School of  Asian and African Area Studies,  Kyoto University)
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Actual circumstances surrounding the ‘Plastic River’

Ghana's approach and actual situation regarding plastics

Hitomi Kirikoshi (Kokushikan University)
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1930

Lunatics’ Removal from the Gambia to Sierra Leone in the 1930s

Takehiko Ochiai  (Ryukoku University) 

4
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Heaton,  Matthew M. “Elder  Dempster  and 
the Transpor t  of  Lunatics in Bri t i sh West  Afr ica ,” in  Greenwood,  Anna, ed.  Beyond the 
Sta te:  The Colonial  Medical Service in  Brit ish  Afr ica ,  Manchester :  Manchester  Universi ty  
Press,  2016, pp.  104–125
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An Attempt of Quantitative Text Analysis on Nigerian Historical 
Newspapers

 SAWADA, Nozomi (Komazawa University) 
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Newell ,  Stephanie.  2013.  The Power to  Name:  A History o f  Anonymity in  Colonia l  West  
Afr ica  (Athens,  OH: Ohio Universi ty  Press)  

Sawada,  Nozomi.  2020.  “A Pre liminary Analysis  of  a  Travell ing Contr ibutor  in  Ear ly 
Nigerian  Newspapers”,  African  Ethnography .  no.  2 ,  40-73.  
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History and Memory of Breeding of Cattle in Colonial Kenya 
Kazuki Kusunoki (University of  Tokyo) 
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Historical Account on the Batwa, the Forgotten Post Hunter-Gatherer

Pygmy Group in Eastern Congo Basin

FUKUDA Pero (Ritsumeikan University) 
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Fulbes in Niamey

A Study on Urban Pastoralists

Takuto SAKAMOTO (University of  Tokyo)
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The Current Situation of the Waata in the Coastal Kenya 

At the Crossroads of  Elephant Hunting and Conservation

Kyosuke Sugioka (Kyoto University)
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Eviction from Forest for the sake of Environment and Peace?

The Case of Kirisia Hills  in Samburu County of Northcentral Kenya

Shinya KONAKA (University of Shizuoka)
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A Report on the Resettlement and Transferring of Agricultural Land

due to the Dam Construction Plan in Dodoma, Tanzania

Haruna Yatsuka (Tsuda University)  
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Tracing the Roots:

A History of Teacher Training for Technical Education Teachers in Ghana 

Andrew Charles Frimpong
(Graduate School of Regional Development and Creativity, Utsunomiya University)

Technical education is attracting considerable attention globally as an effective tool to drive development 
and as such UNESCO, ILO, and other international bodies have shown keen interest in promoting technical 
and vocational education. On this basis, some countries are integrating technical and vocational education 
subjects into the general education curriculum (hereinafter referred to as vocationalisation). Despite the 
growing recognition of technical education, there are significant discrepancies in the approaches to and skills 
formation systems in conducting technical education including training technical education teachers at the 
national and international levels. In the present dispensation, the personnel who are best positioned to teach 
technical education remains a contentious issue between professionals in engineering-related fields on the 
one hand and those who have received training in a college of education on the other hand.  

This issue is more complicated from the standpoint of recent trends in vocationalisation. It has been shown 
that the process of vocationalisation, especially in developing countries has been confronted with several 
challenges such as the rare existence of a unique training scheme for technical education teachers. As a 
result, the efficacy and relevance of vocationalising the educational system have been questioned.  

Ghana, the first of the British dependencies in Africa to obtain independence in 1957, has made progress in 
the field of technical education dating back from the colonial period including the introduction of a 
nationwide secondary education vocationalisation policy in 1987. However, despite studies showing that the 
lack of qualified teachers in technical education has undermined Ghana’s policy of vocationalising secondary 
education, there has not been specific research on the training of technical education teachers neither is its 
history well documented. As a result, there is a minimal understanding of the policies, processes, and 
practices that have shaped the development of teacher training for technical education teachers in Ghana over 
the years. 

This paper attempts to construct the history of training of technical education teachers for junior high schools 
in Ghana from the colonial period until 1990 and through this, clarify the significance of vocationalisation in 
respect of the training of technical education teachers using a combination of document analysis (obtained 
from the public records and archives administrative department in Ghana) and semi-structured interviews 
which would be analyzed based on a qualitative thematic analysis approach. 
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Parental Ivolvement in Pblic High School Students’ Career Planning in 
Central Madagascar

Fanantenana Rianasoa Andriariniaina (Osaka University) 
 

This s tudy  invest iga tes parents’ involvement  in  high school students’ ca reer  p lanning in 
public  h igh schools in  central  Madagascar.  Recent t rends in  educat ion policy push 
forwards equi table qual i ty  educat ion in  addi t ion to universal  access.  I t  i s  also expected 
that  students go beyond primary education,  with an emphasis  on ski l ls  and decent 
employment .  On the local  level , countr ies such as  Madagascar  are  try ing to  keep up  with 
global  t rends and adapt  di fferent  policies to  the local  contex t .  An analysis  of  the 
Educat ion Sector  Plan showed a  wil l ingness to  reorient  educat ion to access employment 
even  as ear ly as the end of  a  nine-year  pr imary  school .  On the other  hand,  parents  have a  
signif icant inf luence regarding children’s decisions rela ted to  education.  Moreover,  i t  was  
found tha t  Malagasy parents have strong decision power over  their  chi ldren’s employment 
than any o ther  country in  Afr ica.  To understand parents’ involvement,  th is study explores 
what  Malagasy parents p lan for the ir  ch ildren.  
Fie ldwork was conducted for four  weeks in September  2022 in  Analamanga,  the capi tal  
c i ty  reg ion of  Madagascar.  Quest ionnaires  were distr ibuted to  a  to tal  of  144 students and 
one of  their  paren ts f rom three publ ic  h igh schools.  One school f rom the capi tal  c i ty  and 
two schools f rom the  suburb were chosen for  convenience.  In  addit ion  to  the  background 
information of  the par t ic ipants such as education,  occupation,  and origin,  they  were asked 
open-ended quest ions about  their  plans,  the suppor t  they get ,  and  the chal lenges they face . 
The data were analyzed using thematic  analysis,  tak ing an induct ive  approach.   
Pre liminary f indings showed that  many parents in  school A,  the one  in  the capi tal  c i ty,  
focus more on  the process and the material  side of  thei r  plans.  Dominant  themes are 
re lated to  “f inancial  support” ,  “good grades”,  “ t ra ining”,  “the power of  dip lomas”,  and 
“examinat ions”.  While  weal thy people are  known to send their  children  to  pr iva te  schools,  
school A i s one of the  prest igious public schools in  the capi tal  c i ty.  An interv iew with the 
principal  revealed that  even parents f rom different  areas send their  chi ldren to  this school 
supposedly for  bet ter  qual i ty  education.  As such the major i ty  of  them seem concerned 
about competi t ion and success.   On the other  hand,  parents  f rom schools B and C,  two 
schools in  the suburb ,  are more incl ined to  the outcomes of  thei r  children’s education. 
They  also emphasize “emotional  support”,  “motivat ion” ,  “help focus on the object ive” , 
and “educat ion to immediate employment”.  Explor ing the background of  such parents  
showed that  some of  them are farmers  and some are  migrants f rom other  regions set t l ing 
in search of bet ter oppor tuni t ies .  They want  their  chi ldren  to have a bet ter  educat ion than 
themselves but  they a lso want them to access work as fast  as  possible .   
Previous s tudies in  rural  Madagascar  showed that  parents do not wish for too much 
educat ion for  the ir chi ldren , probably because  agr icu l ture works well  for  them and not  
many role models succeed through educat ion. In the case of  the suburban area,  even farmer 
parents  want  much educat ion for  their  chi ldren,  some quoting that  educat ion is  the only 
legacy that  they  can leave  them while  others wish  their  children could access employment 
shor t ly.  While  the government  pushes access  to  employment at  an early  level  of  educat ion, 
parents  are  the ones who decide what they define as qual i ty  education.  For parents in the 
urban area,  i t  is  about the process of gett ing to the next level ,  while  for parents in  
suburban  areas,  emotional suppor t and helping their  ch ildren be are important .  More 
analysis is  being done,  taking into account parents’ and children’s conception of  decent 
employment .  
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Experience in distance learning training for health professionals 

from French-speaking African countries 
Tsunenori Aoki

(Graduate School of  Tropical Medicine and Global Health,  
Office for Global Relations,  Nagasaki University)
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Support for foreign language learning at a self-access multilingual 
learning center during a pandemic 

A case of Swahili

Maya Abe (Osaka University)
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The Economic Impacts of Mining Industries in the Central African 
Copperbelt: 

Case Study of Zambia and the Democratic Republic of  Congo from 1927-2015

John Ngoy KALENGA
(Associate Professor at Faculty of Economics, Hosei  University)

This ar t icle  investigates the ro le of the Central  Afr ican  Copperbel t in  the world market 
of  nonferrous metals  f rom 1927 to 2015.  The analysed  data  were collected from the 
producing companies in  the Democratic  Republic  of  Congo and Zambia during f ie ld 
research in  Africa.  This  ar t icle  argues that  the Copperbel t  region produced a median of 
50% of  the world’s cobal t ,  12% of copper,  3 .2% of  zinc,  1 .8% of  cadmium, and 0 .6% of 
lead.  The resul ts  show that  the market  of  cobal t  is  highly  concentrated,  DRC, the lead ing 
producer  and reserve holder,  accounts for  a  half  o f  world  product ion.  During the same 
per iod,  Chile  and Peru produced 13% and 3% of  the wor ld’s copper,  respectively.  Also ,  
mineral  exploitat ion in  African countr ies is  usually a competi t ion on two fronts: 
in ternational  and domestic .  Nationalizat ion pol ic ies in  the  Copperbelt  region a im to 
achieve both poli t ical  and economic independence.  The expor ts of  metals  f rom the 
Copperbel t  plays a  pivotal  role in  the world market .  Since the  ear ly 2000s,  China has  
invested extensively in the Copperbelt  region to extract ,  process,  and ref ine the meta ls  to  
meet  i ts  domestic  demand for  metals.  

Keywords:  Mining; economic growth; Copperbel t ;  Zambia; Democrat ic Republic  of  
Congo; Afr ica 
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A Re-emergence of the “Race to the Bottom”?

Insights from a Chinese Manufacturing Business in South Africa

Yanyin Zi (Rikkyo University) 

An issue of  pressing  concern regard ing global izat ion is  tha t  as nat ions compete for  
investment,  they  relax labor  standards in  order  to  at t ract  foreign companies.  The r ise of 
the global  production  network  (GPN) and i ts  associated  dynamics of  foreign d irec t  
investment (FDI) since the 1980s have generated a  new labor–capi tal  conf l ict  pat tern 
(Si lver,  2003).  While inf lows of  FDI are associated  with bet ter  col lect ive  labor r ights ,  
t rade openness  is  negatively  corre lated to such r ights .   

South Africa,  act ing as a  gateway to  the Afr ican continent ,  has at t racted investment  from 
around the world.  However,  with the expansion  of  foreign investments and their  deepening 
engagement ,  concerns regarding  labor  relat ions and workers’ r ights are  emerging (Mosley 
and Uno, 2007).  Labor relat ions in South Afr ica  have unt i l  now been inf luenced by many 
factors,  such as a global  environment character ized by greater mobil i ty  of  capital ,  more 
autonomy for  individual  enterpr ises,  and increased competi t ion in  wages and  labor  costs .  
Chinese investment in South Africa exacerbates the already complex labor issues and 
in troduces new challenges at  different  levels.  This presentation will  focus on addressing 
two research questions:  What kinds of  labor  regimes wil l  be associa ted  with Chinese 
investments in South Afr ica , the new host  count ry? Is Chinese capi ta l f lowing to  South 
Afr ica producing a  new wave of  the “race to  the bot tom”? 

To date,  studies  of  the labor  st ruggles l inked  to  FDI  have focused  on  quant i ta t ive analyses .  
This current  research, however,  contr ibutes a  qual i tat ive approach by using  a Chinese 
manufacturing business in  South Africa as a  case study.  Concentrat ing on  minimum-wage 
st r ikes,  i t  highlights the state’s pro-union at t i tude,  regional government’s  pro-FDI pol icy,  
and tensions between Chinese  businesses and  labor  unions.  The f indings indicate  that 
al though Chinese FDI in  South  Afr ica does not  lead d irec t ly  to  the re laxing of  labor 
standards or  laws,  local  governments str ive  to  suppor t  Chinese FDI by enforcing  labor  
laws less st r ingent ly than they might ,  which leads to increasing violations of labor r ights 
as prescribed in local  laws.  

Reference:  
Mosley,  L.  and  S.  Uno (2007)  Racing to  the Bottom or  Climbing to  the Top? Economic 
Globalizat ion and  Collect ive Labor Rights.  Comparative Pol i t ical Studies ,  40(8): 923-
948. 
Silver,  B.  J .  (2003) Forces of  Labor:  Workers’ Movements and Global izat ion since 1870 .  
Cambridge: Cambridge Univers i ty  Press.  

133



C-17

 

Survival and Expansion of Small Food Processing Enterprises
in South Africa 

Akio NISHIURA Soka University
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 / JSPS DC2

The Limits of Business and Human Rights in Africa and the Potential of 
Digital Technology 

The Case of Smallholders in Kenya

Naomi INOUE (Graduate School of  Global Studies Doctoral Program, Tokyo 
University for Foreign Studies/  JSPS DC2) 
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Community Forest Practices by Residents in the Madagascar Rainforest

The Potential  of  Nature Conservation as a Livelihood

Hatsuki Masuda (Graduate School of  Asian and African Area Studies, Kyoto 
University)  
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Dynamics of Local Livelihoods around Mahale Mountains National Park 
in Tanzania

Impacts of Infrastructure Development,  Natural Disaster, and COVID-19 
pandemic

Naoki MATSUURA & Nobuko NAKAZAWA (Sugiyama Jogakuen University)
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Bridging the Divide 
An Autoethnographic Study of  the Bridge Reconstruction Project  

in DR-Congo
Shingo Takamura (Ritsumeikan University/JSPS)
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ウシ食肉流通と「市」の発生

北カメルーン都市ンガウンデレを事例として

新川 まや（京都大学大学院アジア・アフリカ地域研究研究科）

Cattle Meat Distribution Creates “Markets” 

Case Study of Ngaoundéré, A Main City of Northern Cameroon 

ARAKAWA, Maya 
 (Graduate School of Asian and African Area Studies, Kyoto University) 

近年、アフリカ都市部の人口増加に伴い、安定した食糧供給の重要性が高まっている。

カメルーンでは、国内のウシ飼養頭数の 8 割以上が北部地域に集中している。本研究の対

象地域である北部都市ンガウンデレでは、毎日のように、まち中に都市放牧されているウ

シの群れや肉を加工する音や匂い、これらの産物や製品もよく観察される。ンガウンデレ

を州都にもつアダマワ州は国内のウシ食肉生産のおよそ 4 割を生産しており、ウシはこの

地域に大きな経済的価値をもたらす[Tsapi 2014]。それだけでなく、ウシは当該地域の日

常生活や日々の経済活動から、宗教世界、そして王権社会にいたるまで、密接にかかわっ

ている。そこで、本発表では、ウシをめぐる生業活動や社会・文化が今日のカメルーン農

村−都市間でどのように展開しているのかという問題について、ウシ取引と食肉流通、ウシ

をめぐるやりとりから立ち現れる「市」を事例として分析する。

【食肉流通の概要とウシをめぐる生業活動】 

当該地域におけるウシをめぐる生業活動は、主にフルベとハウサの人びとによって担わ

れる。取引されるウシは、農村部で牛飼い Gainako によって飼育された個体である。ウシ

市における取引の形態は 2 つに分けられる。一つは、ウシ所有者（売り手）Palke 間の取

引、もう一方は、Palke と卸商・肉屋 Bangaalo 間の取引である。いずれの取引も、Sakaina
と呼ばれる仲介者が売り手と買い手の間をとりもつことがある。Bangaalo との取引を終え

たウシは、数日間のうちに屠畜場で屠畜される。イスラーム式の屠畜方法として、屠畜の

みを専門とする Malan mayanka が、鋭利なナイフでウシの首と喉を切り開き失血死させ

る。解体後の肉は、(1)肉屋・市場・家庭、(2)解体者による「盗み Pinche」、(3)屠畜場の

長 Sarki’n Pawa から王 Lamido や宗教長 Sarki’n Alkali へと分配される。

【都市社会を構成する、ウシをめぐる社会関係の展開】 

観察したある屠畜場では、「盗まれた」肉の取引のほか、40 前後の売店・商人が集まり、

地域住民間で盛んに取引が行われていた。例えば、屠畜後のウシの頭や足を火で炙る際に

使用する薪を売る女性商人 A は、その売上金で八百屋 B から野菜を購入した。また屠畜者

C は焼肉屋 D に肉を売り、その金でコーヒーと干し魚を購入した。また上述のウシ市でも、

ウシ売買のほか、農村部の商品であるミルク、ヨーグルト、バターから、都市部の商品で

ある薬、雑貨、工具などが取引の対象となっていた。これらの事例から、ウシ市や屠畜場

では、ウシ・肉の取引を起点に、地域住民による副次的なやりとりが行われ、日常の交換

領域＝「市」として機能していることが明らかになった。以上、本研究は、ウシ市や屠畜

場が、単なるウシ取引・屠畜の場ではなく、農村−都市間の商人・地域住民同士の取引など

異なるモノ（もの）を結びつけ、次なる交換を呼び寄せるような「市」として、都市社会

を構成する一要素であることを示した。 

【参考文献】 

Tsapi,  V.2014. La vache,  la viande et  le lai t  dans l’Adamaoua pour la redynamisation
d’une industrie.  In Hamadou A. ed. ,  De l’Adamawa à l’Adamaoua Histoire,  enjeux et  
perspectives pour le Nord-Cameroun.  Paris  L’HARMATTAN, pp.223-272.  
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タンザニア北東部における住民移住の歴史と氏族混合村落の形成

吉田昌夫（アジア経済研究所名誉研究員）  

A History of People’s Migration in North -east Tanzania resulting in 

mixed Clan-based village formation among the Vasu (WaPare)  in the 

Pare Mountain area  

Masao YOSHIDA  

(Honorary Research Fellow, Institute of Developing Economies )  

アフリカにおける農村研究は、過去の村落の発展の歴史が、無文字社会のためほとんど

文書として存在せず、その困難を乗り越えるためには、古老の話を聞くなどして、聞き取

り調査を主としなければならない。当研究で取り上げるタンザニア北東部の「パレ」と呼

ばれる集団（彼ら自身は自らを Vasu と呼ぶ）は、タンザニアの歴史学者の I .S.Kimaｍbo

や社会学者のＣ .K.Omari らによって、聞き取り調査に基づく歴史研究の対象となった数少

ない研究対象集団であり、その研究成果の上に発表者自身は農村調査（1988 年から 1998

年まで 6 回）の際に村民からの聞き取りを行って得た知見に基づいて、このパレの集団的

移住の歴史とその移住の理由、その結果として成立した多氏族混住の村落の形成過程の分

析を試みる。主たる分析対象は、現在ンドルウェ（Ndorwe）と呼ばれる村である。  
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タコと西サハラ

SDGs から考察した資源輸入の調査報告  

勝俣誠（明治学院大学国際平和研究所）

岩崎有一（アジアプレス・インターナショナル）

Octopus and Western Sahara 

Investigation report of resource imports considering SDGs 

Makoto Katsumata(International Peace Research Institute Meiji  Gakuin 
University) 

Yuichi Iwasaki(Asia Press International) 

発表趣旨：

西サハラ（スペイン領サハラ）は、国連総会による 1960 年に採択された「植民地と人民

に独立を付与する宣言」が適用される世界の非自治地域 17 のうち、唯一アフリカ大陸に位

置することから、「アフリカ最後の植民地」と呼ばれる所以となっている。1973 年、スペ

イン植民地からの独立を目指す住民はポリサリオ戦線を結成し、1975 年、ハーグ国際司法

裁判所のモロッコによる同地域への領有権はないとの勧告的意見を出したが、宗主国スペ

インは住民投票を経ずしてスペイン領サハラを放棄し、モロッコとモーリタニアに分割譲

与しようとしたマドリッド協定を強行した（1979 年モ―リタニアは「領有権」を放棄）。

この国連憲章違反に抗議し、ポリサリオ戦線は 1976 年にサハラ・アラブ民主共和国

（RASD）の建国を宣言し、1984 年、アフリカ統一機構（現アフリカ連合）は同国を正式

加盟国として承認し、以来、国連決議の順守による国連加盟への道を促進している。

1991 年、安保理は国連西サハラ住民投票監視ミッション（MINURSO）の設立を決定す

る決議第６９０号が安保理によって採択され、停戦がモロッコとポリサリオ戦線の間で合

意された。しかしながら、度重なる国連安保理決議や米国の元国務長官ジェームズ・べー

カーなどによる国連事務総長の個人特使の派遣など住民投票実施への外交努力にもかかわ

らず、モロッコ側の引き延ばし作戦によって、国連憲章による地域紛争の平和的解決スキ

ームが順守されていない。西サハラの 70%に及ぶ軍事占領による西サハラ住民の難民化と

当局による度重なる人権抑圧、および本来地域住民に帰属すべき地域の鉱物と乱獲疑惑の

ある海洋資源の開発・輸出という持続不可能な開発が国際社会で黙認され続けている。

本報告は国連総会で 2015 年に採択された「誰一人取り残さない」を目ざす持続可能な

開発目標（Sustainable Development Goals:  SDGs）をアフリカ地域における国際企業行動

の倫理規範として踏まえ、日本のスーパーマーケットなどの市場に大量に流通している「モ

ロッコ産」タコに注目し、西サハラの漁業資源たる水産物が、どのような流通形態で日本

のマーケットで受け入れられているかについての、西サハラと日本での現地調査による社

会経済的分析による経過報告である。

主要参考資料：

国連広報センター、『植民地と人民に独立を付与する宣言』

https: / /www.unic.or. jp /act ivi t ies/peace_securi ty / independence/declarat ion/  
勝俣誠：「遊牧社会と世界経済－1958 年以降のスペイン領西サハラ植民地の経済と社会」、

『アフリカ研究』、No.28, 1986 年、日本アフリカ学会  
新郷啓子：『抵抗の轍―アフリカ最後の植民地、西サハラ』、インパクト出版会、2019 年  
岩崎有一：『タコで追う「西サハラ」問題――  築地から“アフリカ最後の植民地”へ』Yahoo!
特集 2019 年 1 月 15 日 https: / /news.yahoo.co. jp/feature/1204
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グラフィティをめぐるコミュニケーション

セネガルの首都ダカールを事例に

前田  夢子（京都大学大学院アジア・アフリカ地域研究研究科）

Communication over Graffiti  

A case study of Dakar, the capital  of Senegal 

Yumeko MAEDA  
(Graduate School of Asian and African Area Studies,  Kyoto University) 

本発表の目的は、セネガル共和国都市部で頻繁に見られるグラフィティを中心に、どの

ような相互行為が行われているのかを検討することである。具体的には、①グラフィティ

の描き手はどのような人びとで、彼ら /彼女らはどのように「再生産」されているのか②地

域住民はグラフィティをいかに受容しているのか、という二点に関する報告と分析を行う。 
 グラフィティとは、都市空間に自らの名前を拡散的にかき残す行為といわれてきた（大

山 .2015）。1970 年代にニューヨークで始まって以降、現在も世界各地で行われている活動

であり、HIP HOP の一要素としても認知されている。  
セネガルにおけるグラフィティ受容の背景には、米国の HIP HOP 文化の影響と 1980 年

代に生じた Set Setal(be clean)運動があると考えられている（Rabine.2014）。Set Setal 運
動とは、構造調整政策により保健や衛生に関する国家予算が削減され都市部の衛生状態が

悪化した際、首都ダカールの若者を中心に生じた都市美化活動を含めた運動である。この

時、住民が都市空間の壁に教育・啓蒙的イラストや標語を描いたことで、都市衛生の問題

が改善し、また住民の政治への関心も増大した。このような中で、同国では現在も日中に

集団でグラフィティをかくことが可能であり、首都ダカールでは、幹線道路や市街地の壁

面、さらに国立大学のキャンパス内外の壁面や鉄道の駅名などがグラフィティの描き手に

よって彩色されている。

 では、一体これらグラフィティを描く人物はどのような人たちであり、地域住民は街な

かに溢れるグラフィティをどのように受容しているのだろうか。発表者は、2022 年 6 月 4
日～12 月 15 日にかけて現地調査を行い、グラフィティグループ A の下でグラフィティを

学びながら参与観察を行った。

①グラフィティの描き手や活動の実態

発表者が参与観察をしていたグラフィティグループＡでは、グラフィティの描き手は、

フルタイムのアーティストとして働く人もいれば、本業を持ちつつ空いた時間にグラフィ

ティ制作を行っている人がいた。また、上記グループ A はグラフィティアーティストを育

成する授業を開講しており 2022 年 12 月時点で継続的に当該授業に来ていた生徒は 11 人、

平均年齢は約 21 歳だった。

②地域住民による受容

発表者がグループ A のメンバーと共にグラフィティを制作していると、しばしば地域住

民がグループ A に声をかけていた。そのほとんどは称賛や励ましの言葉であった。しかし、

宗教的（に見える）モチーフをメンバーが描いていると、住民から忠告めいた言葉をかけ

られ、グラフィティ完成から数日後、その宗教的モチーフの個所のみ黒く塗りつぶされる

といった出来事があった。この事例からは、セネガル国内でグラフィティ活動を行うにあ

たり、忌避される内容や場所があることが示唆される。

以上二点の調査結果を分析することで、セネガル国内におけるグラフィティの位置づけ

を示していく。

【参考文献】大山エンリコイサム .2015『アゲインスト・リテラシー』LIXIL 出版 .  pp.4-
8/Rabine, L.2014 “These Walls  Belong to Everybody: The Graff i t i  Art  Movement in  
Dakar”,  African Studies Quarterly  4(3) :  89-112.  
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タンザニア南東部内陸・海岸沿いにおける子どもの野生食物摂取と認識

成人との比較と絵の分析から  

阪本公美子・人見俊輝・菊地由起子・株田昌彦・大森玲子・アナ  マロ*・津田勝

憲・フランク  ムバゴ**（宇都宮大学・*リンディ州・**ダルエスサラーム大学）  

Wild food intake and recognition of children in Tanzania:  

Comparison with adults and pictures analysis  

from inland and coastal southeast  

SAKAMOTO Kumiko, HITOMI Toshiki,  KIKUCHI Yukiko,  KABUTA 

Masahiko,  OHMORI Reiko,  Anna C. MARO**, TSUDA Katsunori,  Frank 

MBAGO** (Utsunomiya University,  *Lindi Region,  **University of Dar es 

Salaam***)  

Wild foods are impor tant sources of nutr it ion in  Afr ica and i t i s observed that rural  

chi ldren ut il ize them frequent ly.  This  presentat ion fur ther  analyzes the chi ldren’s 

ut i lizat ion of wild food s in  two vi llages in Lindi region , Tanzania,  compar ing intake

frequency with  adul ts,  and their  percept ion of  wild foods th rough drawings.  The research 

vi l lages,  coastal Kij iweni  vi l lage and inland Malolo vi llage have been selected based on 

the information on their resi l ience uti l izing wild foods despi te their food product ion 

def icits .  The wild food intake frequency was captured by quest ionnaires  with 85 school  

chi ldren on 7 Sept .  2022 in Malolo,  and with 91 school chi ldren on 8 Sept.  2022 in 

Kij iweni .  Pictures of wild foods were drawn by the children on the same dates in the same 

vi l lages.  Quest ionnaire interviews were implemented with  85 adults  in Kij iweni  dur ing  

25-27 Aug. 2019, and with 89 adul ts in Malolo dur ing 2-4 Sept .  2019.   

    Based on f requency score f rom 0 (do not eat),  1 ( eat less than once a week),  2 (2,  3 

days a week),  3 (4 -6 days a week),  to  4 (every day),  chi ldren ate wild foods on average 

3.15 ±  1.11 (standard deviat ion) and adul ts ate 1.32  ±  0.99 in the dry season with 

statist ical ly significant difference ( Wilcoxon: p < 0.001).  In the rainy season, chi ldren 

ate 3.25 ±  1.09 whereas adults ate 1.87 ±  1.32 also with signif icant difference (p < 

0.001).  Between vi l lages,  children in the dry season ( p < 0.001) and adul ts in  the rainy 

season (p < 0.001) in Kij iweni ate more frequent ly tha n in Malolo.  Between season,  adul ts 

ate more in the rainy season both in Kijiweni ( Paired-samples t- test : p < 0.001) and Malolo 

(p = 0.026),  but  signif icant  difference was not seen in children.  

    In  Malolo,  adul ts indicated 19 types of fruits,  1  pulse ,  1  vegetable,  6  tubers,  16 

animals,  and 1 insect  total ing to 488 answers.  Chi ldren indicated 29 f rui ts,  5  pulses,  5  

nuts,  9  vegetables,  9  tubers,  37 animals,  18 insect s,  and 14 other s/unident if ied,  total ing 

to  3 ,882 answers.  In Kij iweni,  adults indicated 11 f rui ts,  2  tubers ,  3 vegetables,  and 2 

animals total ing to 93 answers.  Chi ldren indicated 22 frui ts,  3 pulses,  9  nuts,  10 

vegetables,  4  tubers,  9 animals,  and 3 insects total ing  to 1,230 answers.    

    In  Malolo,  chi ldren drew 22 pictures of wild food,  including 9 mushrooms , 4  animals,  

6 f rui ts  (4 Vangureia infausta ),  and 3 tubers .  In  Kijiweni,  children drew 79 including 60 

frui ts (20 Adansonia digi tata) ,  3 vegetables,  12 tubers ,  and 4 unident if ied .  

    Children ate more f requently  throughout  the seasons  and more var iety of  wild food s 

than adults.  Frequency was higher  in the coastal  vi llage where wild foods were accessible 

near  the houses,  but  more var iety was seen in the inland vi l lage where the forest  was 

nearby. Details  of  wild food types indicated and drawn will  be presented,  and chi ldren’s  

perception of  wild foods will be analyzed.   
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「スポーツを通じた開発と平和」の可能性  

マザレ青少年スポーツ協会に関する予備的考察

目黒紀夫（広島市立大学）  

Possibility of “Sport  for Development and Peace”  

Preliminary Discussion on the Mathare Youth Sports Association  

Toshio MEGURO (Hiroshima City University) 

本研究が対象とするマザレ青少年スポーツ協会（Mathare Youth Sports Associat ion：

MYSA）は、ケニアの首都ナイロビのマザレ地区を拠点とする NGO である。マザレ地区

にはケニア第 2 とも言われるスラムが広がり、1987 年にカナダ人によって設立された

MYSA は、そこに暮らす青少年に向けてサッカーなどのスポーツと社会問題に関する様々

な活動を展開してきた。MYSA は 2003 年にはノーベル平和賞の候補となり、今世紀に入

り取り組みが拡大している「スポーツを通じた開発と平和」（Sport  for  Development and  

Peace：SDP）の草分けの 1 つとされる（Darnel l  e t  a l . ,  2019; 岡田 ,  2022）。SDP の先駆者

かつ成功例として先行研究の中で言及されることが多い MYSA だが、現地調査に基づいて

その組織や活動を分析した研究の数は意外に少ない（cf.  Darnell  e t  a l . ,  2019）。  

本発表は MYSA の活動をフィールドワークに基づき詳らかにすることを目的とする研究

の第一歩として、2022 年 10 月 22～28 日に実施した現地調査とその後にオンラインで行

なった情報収集の結果を先行研究の議論踏まえて整理することで、今後の研究の方向性を

検討することを目的とする。現地調査では、マザレ地区のマバティニ（Mabatini）区域に

暮らし、MYSA の代名詞であるサッカー活動に参加した経験のある 20～30 代の男性 6 人

（ルオ 4 人、ルヒャ 1 人、キクユ 1 人）と 10 代後半の女性 3 人（ルオ 1 人、ルヒャ 1

人、ヌビア 1 人）、MYSA のダイレクターの男性 1 人にインタビューをした。

MYSA の活動はスポーツの機会提供に留まらず、環境保全や生活環境の改善、学校教育

や正規雇用に向けた支援、芸術や写真・動画撮影の才能発掘、リーダーシップやコミュニ

ケーションの技能習得、少女を対象とする妊娠・出産や HIV/AIDS 予防に関する取り組み

など多岐に渡る。MYSA の成果として多くの先行研究が言及するのは、プログラム参加者

からプロサッカー選手や弁護士、公務員などが誕生している事実や、スポーツマンシップ

やチームワークを通じて規範意識や自己統治、集団的アイデンティティが形成されている

点である（Darnell  e t .  a l . ,  2019 ; Will is ,  2000）。こうした結果は現地調査から確認・示唆

されたが、それに加えて、MYSA のサッカー活動が勝利だけでなく選抜を伴うものである

にもかかわらず、青少年の間には勝利至上主義の弊害として先行研究が指摘する「排除」

の機運や勝ち抜いた者への妬みや恨みの感情は乏しく、調査対象者の全員が MYSA の活動

への参加を通じて地元コミュニティへの帰属や貢献の意識が強まったと述べていた。

SDP が「開発のためのスポーツ」（Sport  for  Development）と「平和のためのスポーツ」

（Sport  for  Peace）に大別される時、実践も研究も後者の方が少数である（岡田 ,  2022）。

先行研究の中には MYSA に関して「平和」の語を「開発」ほどには用いないものも多く、

MYSA のダイレクターも平和に関するプログラムは MYSA にはないと答えた。しかし、

マザレ地区は 2007 年総選挙後の暴力が激しかった場所の 1 つであり、マバティニ区域で

はルオやルヒャの暴力により大量のキクユが住処を追われた事実がある時、インタビュー

対象者である青少年の多くは MYSA における他民族との交流の経験から、親世代に今なお

根深く残る特定の他民族への憎悪や偏見に懐疑的・批判的であった。この点で MYSA は、

事実として「開発と平和」の両方に繋がる活動を実践していると評価することができる。

SDP の成功例としての評価を勝ち得ている MYSA だが、「開発」に加えて他民族の共生

や超民族的なアイデンティティといった「平和」の側面の探究も今後の課題であろう。  
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国際援助による太陽光発電（PV）システム導入の実態調査  

タンザニア農村部における事例

土屋陽子（電力中央研究所）、トビアス  スワイ（ダルエスサラーム大学）  

Survey of PV system introduction by international aid  

A case study in rural Tanzania  

TSUCHIYA Yooko (CRIEPI), Tobias SWAI (UDS)  

 本研究は、タンザニア農村部に広く分布する無電化村落において、再生可能エネルギー

による電化促進を図ることを念頭に、地域に適した分散型電源導入の在り方について考察

することを目的とする。  

 経済成長と人口増加を続けるアフリカ諸国は、潜在的な主要市場として世界中から注目

を集めている。しかし、急速に近代化が進む都市部とは異なり、開発が遅れている農村部

の貧困はその深刻さを増し、都市部と農村部との経済格差は、拡大の一途をたどっている。

サブサハラには世界人口の 15%が居住しているにも関わらず、世界のエネルギー需要の僅

か 3％を占めるに留まる [1]。タンザニアは、一人当たりの発電量が 0.033kW/人と、アフ

リカ諸国の中でも最も低い水準にある。この国の平均電化率は 33%であるが、農村部では

17%に過ぎない。このため、世界銀行等の支援により、電化率向上に向けたプロジェクト

が多数進められている [2 ]。

 人口密度が低く、広大な国土に小規模村落が点在するタンザニアにおいては、オフグリ

ッドによる電力供給は大きな役割を担っている。再生可能エネルギーによるマイクログリ

ッドはタンザニア全土で増加傾向にあり、特に、広大な国土と豊富な日射量、そして海外

からの支援により、太陽光発電（PV）はディーゼル発電に代わる主要な電化形態となりつ

つある。しかし、PV はメンテナンスが難しく、また発電の間欠性を補うシステム構成を要

することから、村落での運用には課題もあると懸念される。  

 本発表では、タンザニアにおけるオフグリッド電源としての PV 電化の実態を把握する

ため、無電化村落に導入された PV システムの事例について報告する。現地調査では、PV

施設の管理運営者へのインタビューから、機器仕様や運転状況、また、各世帯に電力供給

を行うためのシステム構成や料金設定等、幅広く情報を集約した。また、村人へのインタ

ビューから、村落における電力ニーズや経済的負担についても実勢把握に努めた。得られ

た情報から、PV システムの長期運用を前提としたエネルギー投資収益について解析した

結果を述べるとともに、PV 導入に係る潜在的な問題点について論じる。  

本研究は、科学技術振興機構（JST）および国際協力機構（JICA）による「地球規模課

題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）」に採択され（JPMJSA1804,  2018）、実

施したものである。  

参考文献  

[1] IEA. Afr ica Energy Outlook: A Focus on Energy Prospects in  Sub -Saharan Afr ica.  

World Energy Outlook Special  Repor t .  Par is ,  France;  2014.  

[2]  IEA. Tracking SDG7: The Energy Progress  Report  2018.  International  Renewable 

Energy Agency,  United Nations Stat ist ics Division,  World Bank Group,  World Health  

Organization. ;  2018.  
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エチオピア西南部農村社会におけるオングリッドの選択

西﨑伸子（芸術文化観光専門職大学）

National power grids and rural people's choices in southwest Ethiopia 

NISHIZAKI NOBUKO (Professional College of Arts and Tourism) 

国連は全人口へのエネルギー供給を 2030 年までに実現すると発表している（SDGs：持

続可能な開発目標 7）。サブサハラ以南アフリカでは，この目標を達成するために再生可能

エネルギー供給が鍵になるといわれており，先進国の開発援助や民間企業の投資を受けた

大規模な開発（水力，地熱，風力，太陽光，バイオ燃料）が各地で急速に進められている。

本研究の調査地であるエチオピアでは再生可能エネルギーの占める割合は約 98％（2022
年）であるが，電力供給の不足や不安定さが常態化している。増加する人口（約 1 億 1787
万人：2021 年，世銀）の生活や経済成長を支えるためにも，また，余剰電力を隣国へ輸出

することで外貨獲得を目指すためにも，政府は電力の安定した供給を重要政策としている

（Federal  Democrat ic  Republic  of  Ethiopia 's  National Electr if icat ion Program, 2017）。
政府が整備する電力網への住民アクセスが都市と農村で差があることも解決すべき問題と

なっている。

本報告では，エチオピア西南部の集落の電気普及をめぐるミクロな交渉に焦点をあて，

国が整備する電力網に「つなぐ」という積極的選択やその過程での交渉から，暮らし方の

変容の一端を明らかにする。現地調査は 2022 年 8 月及び 2023 年 3 月に各 3 週間実施し

た。

調査の結果，送電線から自宅までの配電は自己負担や電気料金の支払いがあることから，

電気が自宅近くまできているにもかかわらず，電力を利用する世帯が限られていること，

電力網につなぐ選択をした世帯では，各部屋への電灯の設置やテレビをはじめとする電化

製品の購入等が進む一方で，生業に影響が生じるような利用は限定的であった。その一方

で，コミュニティ内には，メーターを管理し電気料金徴収を新たな収入源とする人々が出

現していたり，配電をめぐる多岐にわたる交渉が観察された。また，あえて「つながない」

選択をする複数世帯の存在も明らかとなった。南アフリカでのプリペイド式メーターの設

置をめぐる各アクターの交渉を観察したシュニッツラーは，インフラ整備が政治的な交渉

の場であることを指摘しているが（Von Schnitzler 2013），新たな公共インフラを既存／新

規の社会関係を利用しながら導入さし，生活環境を再編していく状況は調査地においても

急速に進んでいくと思われる。今後は，主たる生業である農牧業や新型コロナ感染症の拡

大以前から発展してきた観光業（西崎 2017）および病院や学校等の公共サービスの質への

影響も含めて明らかにしたい。

［参考文献］

西崎伸子（2017）「エチオピア西南部における民族文化観光の展開―新規参入のアクターに着目し

て」『アフリカ研究』92：43-54 .   
Von  Schni tz ler,  Ant ina  （2013）“Travel ing  Technologies :  In f ras t ructure ,  Eth ica l  Regimes,  and  the 
Mater ia l i ty  o f  Po l i t ics  in  South  Afr ica”,  CULTURAL ANTHROPOLOGY,28  (4) :  670–93 .  

＊本研究は JSPS 科研費  20H04416 の助成を受けたものです。  
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